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序     文 
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調査団は、エチオピア連邦民主共和国政府関係者と協議を行うとともに、現地調査を実施し、帰国

後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを願

うものです。 

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
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単位換算表 

面積 

名称 記号 換算値 

平方メートル m2 （1）

アール a 100 m2

エーカー acre 4,047 m2

ヘクタール ha 10,000 m2

平方キロメートル km2 1,000,000 m2

 

容積 

名称 記号 換算値 

リットル L （1）

立方メートル m3 1,000

 

重量 

名称 記号 換算値 

グラム g （1）

キログラム kg 1,000

トン t 1,000,000

メトリック・トン MT 1,000,000
 

 

円換算レート 

1.0 US$ = 118.264 円 

1 Birr = 13.26233 円 

（2007 年 8 月 14 日における現地調査団到着時点：OANDA（http://www.oanda.com/）に拠る） 
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第１章 調査の概要 

 

１－１ 背景と目的 

 

（１）背景 

 

日本国政府は、1967 年のガット・ケネディラウンド（KR）関税一括引き下げ交渉の一環として成

立した国際穀物協定の構成文書の一つである食糧援助規約2に基づき、1968 年度から食糧援助（以

下、「KR」という）を開始した。  

一方、1971 年の食糧援助規約改訂の際に、日本国政府は「米又は受益国が要請する場合には農

業物資で援助を供与することにより、義務を履行する権利を有する」旨の留保を付した。これ以

降、日本国政府は KR の枠組みにおいて、米や麦などの食糧に加え、食糧増産に必要となる農業

資機材についても被援助国政府がそれらを調達するための資金供与を開始した。 

1977 年度には、農業資機材の調達資金の供与を行う予算を KR から切り離し、「食糧増産援助

（Grant Aid for the Increase of Food Production）（以下、後述の貧困農民支援と共に「2KR」という）」

として新設した。 

以来、日本国政府は、「開発途上国の食糧不足問題の緩和には、食糧増産に向けた自助努力を

支援することが重要である」との観点から、毎年度 200～300 億円の予算規模で 40～50 カ国に対

し 2KR を実施してきた。 

一方、外務省は、平成 14 年 7 月の外務省「変える会」の最終報告書における「食糧増産援助（2KR）

の被援助国における実態について、NGO など国民や国際機関から評価を受けて情報を公開すると

ともに、廃止を前提に見直す。」との提言を受け、同年 8 月の外務省改革「行動計画」において、

「2KR については廃止も念頭に抜本的に見直す。」ことを発表した。 

外務省は、2KR の見直しにあたり国際協力事業団（現独立行政法人国際協力機構、以下「JICA」

という）に対し、2KR という援助形態のあり方を検討するために調査団の派遣（2002 年 11 月～

12 月）を指示し、同調査団による「2KR 実施計画手法にかかる基礎研究」の結果も踏まえ、同年

12 月に以下を骨子とする「見直し」を発表した。 

①農薬は原則として供与しないこと 

②ニーズや実施体制につきより詳細な事前調査を行い、モニタリング、評価体制を確認した上

で、その供与の是非を慎重に検討すること 

③上記の結果、平成 15 年度の 2KR 予算は、対 14 年度比で 60%削減すること 

④今後も引き続き、国際機関との協議や実施状況のモニタリングの強化を通じて、2KR のあり

方につき適宜見直しを行うこと 

 

上記方針を踏まえ外務省は、平成 15 年度からの 2KR の実施に際して、要望調査対象国の中か

ら、予算額、我が国との 2 国間関係、過去の実施状況等を総合的に勘案した上で供与対象候補国

を選定し、JICA に調査の実施を指示することとした。 

また、以下の三点を 2KR の供与に必要な新たな条件として設定した。 

                                                        
2 現行の食糧援助規約は 1999 年に改定され、日本、アメリカ、カナダなど７カ国、および EU（欧州連合）と

その加盟国が加盟しており、日本の年間の最小拠出義務量は小麦換算で 30 万 t となっている。 
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①見返り資金の公正な管理・運用のための第三者機関による外部監査の義務付けと見返り資金

の小農支援事業、貧困対策事業への優先的な使用 

②モニタリング及び評価の充実のための被援助国側と日本側関係者の四半期に一度の意見交

換会の制度化 

③現地ステークホルダー（農民、農業関連事業者、NGO 等）の 2KR への参加機会の確保 

 

JICA は上述の背景を踏まえた貧困農民支援に関する総合的な検討を行うため、「貧困農民支援

の制度設計に係る基礎研究（フェーズ２）」（2006 年 10 月～2007 年 3 月）を行い、より効果的

な事業実施のため、制度及び運用での改善案を取りまとめた。同基礎研究では、貧困農民支援の

理念は、「人間の安全保障の視点を重視して、持続的な食糧生産を行う食糧増産とともに貧困農

民の自立を目指すことで、食料安全保障並びに貧困削減を図る」と定義し、農業資機材の投入に

より効率的な食糧生産を行う「持続的食糧生産アプローチ」及び見返り資金の小規模農民・貧困

農民への使用を主とする「貧困農民自立支援アプローチ」の２つのアプローチで構成されるデュ

アル戦略が提言された。 

 

平成 19 年度については、供与対象候補国として 17 カ国が選定された。調査団が派遣された国

においては、ニーズ、実施体制、要請の具体的内容及び根拠、ソフトコンポーネント協力の必要

性、技術協力との連携可能性等について従来以上に詳細な情報収集、分析を行うとともに、国際

機関、NGO、資機材取扱業者等の広範な関係者から 2KR に対する意見を聴取することとし、要請

内容の必要性及び妥当性にかかる検討を行った。 

なお、日本政府は、世界における飢えの解消に積極的な貢献を行う立場から、食糧の自給に向

けた開発途上国の自助努力をこれまで以上に効果的に支援して行くこととし、これまでの経緯と

検討を踏まえ、平成 17 年度より、食糧増産援助を「貧困農民支援（Grant Assistance for 

Underprivileged Farmers）」に名称変更し、裨益対象を貧困農民、小農とすることを一層明確化す

ることを通じ、その上で、食糧生産の向上に向けて支援する方針である。 

 

（２） 目的 

 

本調査は、エチオピア連邦民主共和国（以下「エ」国）について、平成 19 年度の貧困農民支援

(2KR)供与の可否の検討に必要な情報・資料を収集し、要請内容の妥当性を検討することを目的と

して実施した。 

 

 

１－２ 体制と手法 

 

（１）調査実施手法 

 

本調査は、国内における事前準備、現地調査、国内解析から構成される。 

現地調査においては、「エ」国政府関係者、農家、国際機関、NGO、資機材配布機関／業者等

との協議、サイト調査、資料収集を行い、「エ」国における 2KR のニーズ及び実施体制を確認す

るとともに、2KR に対する関係者の評価を聴取した。帰国後の国内解析においては、現地調査の
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結果を分析し、要請資機材計画の妥当性の検討を行った。 

 

（２）調査団構成 

 

総括 安藤 直樹 独立行政法人 国際協力機構（JICA） 

エチオピア事務所 次長 

技協連携 増田 淳子 独立行政法人 国際協力機構（JICA） 

無償資金協力部 業務第 3 グループ 

農漁村開発チーム 

実施計画 秋山（田中） 由紀子 （財）日本国際協力システム（JICS） 

業務部 

実施計画 田中 隆弘 （財）日本国際協力システム（JICS） 

業務部 

 

（３） 調査日程 

 

1 8月13日 月

2 8月14日 火

3 8月15日 水

4 8月16日 木

5 8月17日 金

6 8月18日 土

7 8月19日 日 羽田 (JL 185) 19:50
　　　　→ 21:05 関西空港

関西空港 (JL5099) 23:15

団内会議 フィールド・スタディ (2)
(in Amhara, West Gojjam Zone)
アディス・アベバ (ET126） 13:00
　　　　→14:00 バヒールダル

16:30 <AISE地方支店> 新倉庫見学

アディス・
アベバ

バヒール
ダル

　　　→ 4:45 ドゥバイ
ドゥバイ (EK 723) 08:25
　　　→ 11:30 アディス・アベバ

8:30 <MOARD> ミーティング

9 8月21日 火 フィールド・スタディ (2)
 (in Amhara, West Gojjam Zone)
9:00 <AISE地方支店> 現倉庫訪問

10:00 <ACSI> ヒアリング

12:00 <AISE地方支店> ヒアリング

バヒールダル (ET125) 16:00
　　　　→ 17:30 アディス・アベバ

10 8月22日 水 アディス・
アベバ

アディス・
アベバ

アディス・
アベバ

アディス・
アベバ

アディス・
アベバ

アディス・
アベバ

アディス・
アベバ

バヒール
ダル

　　　→ 4:45 ドゥバイ
ドゥバイ (EK 723) 08:25→ 11:30 アディス・アベバ
15:30 <JICAエチオピア> 表敬訪問 & ミーティング

フィールド・スタディ (2)
 (in Amhara, West Gojjam Zone)
7:30 ブレイへ移動 (2.5時間)
10:00 <ダモット農協連合> ヒアリング

11:30 <アレファ単位農協> ヒアリング

12:00 <アレファ村農業普及員> ヒアリング

14:00 <AISEセールスセンター> ヒアリング

14:15 バヒールダルへ移動 (2.5時間)
17:00 <農民> ヒアリング

8:00 <民間肥料業者: Ambasel> ヒアリング

10:00 <MOARD> 表敬訪問 & ミーティング

10:30 <MOARD> ミーティング

13:30 <CSA> 資料収集

14:30 <MOARD> ミーティング

15:00 <MOARD> ミーティング

10:00 <FAO> ミーティング

11:30 肥料小売店視察

15:00 <AEMI> ヒアリング

16:00 <AISE> ミーティング

10:00 団内会議

15:00 <MOFED> ミーティング

17:00 <JICAエチオピア> ミーティング

宿泊田中

機内泊

アディス・
アベバ

リーダー 増田 秋山

羽田 (JL 185) 19:50→ 21:05 関西空港

関西空港 (JL5099) 23:15

技術協力プロジェクト訪問

7:00 ナザレへ移動 (2.5時間)
10:00 <MARC> ヒアリング

15:30 <OIDA> ヒアリング

16:30 アディス・アベバに移動 (2.5時間)

フィールド・スタディ (1) (in Debre Birhan, North Shoa)
11:00 <ワデラ農協連合> ヒアリング

14:30 <農民> ヒアリング

9:30 <MOFED> 表敬訪問 & ミーティング

14:00 <AISE> 表敬訪問 & ミーティング

15:30 <FAO> ミーティング

No 日程

8 8月20日 月

14:00 <JICAエチオピア> ミーティング

16:00 <日本大使館> 表敬訪問

17:00 <JICAエチオピア> ミーティング
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10:00 <MoARD> ミーティング

14:30 <DPPA> ミーティング

10:00 <MoARD> ミーティング

13 8月25日 土 アディス・アベバ (EK 724) 19:35 アディス・
アベバ

機内泊

14 8月26日 日 → 00:45 ドゥバイ

ドゥバイ (JL5090) 02:35→ 17:20 関西空港

関西空港 (JL 188) 18:35→ 19:45 羽田

アディス・
アベバ

15 8月27日 月 アディス・
アベバ

16 8月28日 火 アディス・
アベバ

17 8月29日 水 機内泊

18 8月30日 木

　　　略語： ACSI = Amhara Credit & Saving Institution（アムハラ州マイクロクレジット機構）

AEMFI = Association of Ethiopian Microfinance Institutions（エチオピア・マイクロファイナンス協会）

AISE = Agirucultural Input Supply Enterprize （農業資機材供給公社：2KR肥料荷受人、2KR肥料の「エ」国内入札実施機関）
CSA= Central Statistic Agency（中央統計局）
MARC=Melkassa Agricultural Research Centre（メルカサ連邦農業試験場）
MoARD = Ministry of Agriculture and Rural Development （農業農村開発省：農業政策の取りまとめ機関）
MoFED = Ministry of Finance and Economic Development （財務経済開発省：開発政策及び海外援助の取りまとめ機関）
OIDA=Oromia Irrigation Development Authority(オロミア州灌漑開発公社）
PPESA = Privatizing and Public Enterprise Supervising Agency（民営化・公社監督庁）

アディス・
アベバ

11 8月23日 木

アディス・
アベバ13:00 <MoFED> ミーティング

14:00 <MoFED/Central Accounting Dept> ミーティング

8月24日 金

17:00 <AISE> ミーティング

9:00 <MoARD> ミーティング

10:00 <PPESA> ミーティング

11:30<MoFED> ミーティング

17:00  <JICAエチオピア> ミーティング

レポート/議事録作成

レポート/議事録作成

→ 00:45 ドゥバイ

ドゥバイ (JL5090) 02:35→ 17:20 関西空港

関西空港 (JL 188) 18:35→ 19:45 羽田

10:00 レポート/議事録作成

15:00 <MoARD> 議事録署名

10:00 <MoFED> 議事録署名

11:00 <JICAエチオピア> 帰国報告

15:30 <大使館> 帰国報告

アディス・アベバ (EK 724) 19:35

10:00 <MoARD> ミーティング

14:00  <SG 2000> ヒアリング

9:30 <AISE> ミーティング12

 

 

 

（４）面談者リスト 

 

１）財務経済開発省（MOFED: Ministry of Finance and Economic Development） 

Bilateral Cooperation Department 

Mr. Hailemichael Kinfu Head 

Ms. Asnakech Tefera Team Leader Asia, Australia and Middle East Countries 

Team 

Mr. Henok Amha Junior Expert, Asia, Australia and Middle East Countries 

Team 

Central Account Department 

Mr. Degu Head 

 

２）農業農村開発省（MoARD: Ministry of Agriculture and Rural Development） 

Planning and Programming Department 

Ms. Aster Stephanos Head 

Mr. Ato Mulugeth Huluf Team Leader, Project Formulation, Monitoring and 

Evaluation 

Mr. Aschalew Dagnew Expert, Project Planning, Monitoring and Evaluation Team 

八木 正広 専門家 
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Agriculture Input Marketing Department 

Mr. Teshome Lakew Acting Head 

Agriculture Inputs Quality Control Department 

Mr. Ayenew Arega Team Leader, Agricultural Input Quality Control 

Inspection Team 

 

３）農業資機材供給会社（AISE: Agricultural Inputs Supply Enterprise） 

Headquarter 

Mr. Mebrahtu G/Egziabher General Manager 

Branch Office in Dece 

Mr.Kebede Tadese Branch Manager 

Mr. Ashagre Aaseged Coordination Manager in Debre Birhan 

Branch Office in Bahar Dar 

Mr. Tariku Admasu Branch Manager 

Mr. Masuresha Asnakew Marketing Supervisor 

Mr. Erkie Gelaw Marketing Supervisor 

Sales Center in Burei 

Mr. Hiruy Gerenew Sales Manager 

 

４）メルカサ連邦農業試験場（MARC: Melkassa Agricultural Research Centre） 

Research Extension Division 

Mr. Bedru Head 

白鳥 清志 技術協力プロジェクト「農民支援体制強化計画」 

チーフアドバイザー 

松本 巌 技術協力プロジェクト「農民支援体制強化計画」 

専門家 

新岡 真紀 技術協力プロジェクト「農民支援体制強化計画」 

専門家 

 

５）オロミア州灌漑開発公社（OIDA: Oromia Irrigation Development Authority） 

稲田 幸三 チーフアドバイザー / 灌漑土木 

大矢 徹治 専門家 

山中 勇 専門家 

園山 英毅 業務調整/村落開発 

 

６）災害予防防止準備庁（DPPA: Disaster Prevention and Preparedness Agency） 

Mr. Sisay Tadesse Head, Public Relation section 
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７）公社民営化監督機構（PPESA: Privatizing of Public Enterprise Supervising Agency） 

Mr. Getahun Haile Head, Hotel and Training Trade, Consultancy and 

Agricultural Sector 

 

８）FAO エチオピア 

Headquarter 

Dr. Fantahun Assefa National Program Officer 

Prevention and Disposal of Obsolete Pesticides Stock in Ethiopia 

Mr. Biratu Oljira Project Manager 

Mr. Alemayehu Woldeamanuel National Prevention Counterpart 

 

９）Ambasel Trading House Plc.（民間肥料業者） 

Mr. Solomon Tekeba General Manager 

Mr. Habtamu Million Agriculture Inputs Marketing Manager 

 

１０）エチオピア・マイクロファイナンス協会（AEMFI: Association of Ethiopian Microfinance 

Institutions） 

Ms. Tigist Tesfaye Programme Officer 

 

１１）ワデラ農協連合（Wadera Cooperative Union） 

Mr. Bayene Mikene General Manager 

 

１２）ダモット農協連合（Damot Cooperative Union） 

Mr. Tilenesew Ambels Regional Manager 

 

１３）アレファ村農協（Alefa Service Cooperative） 

Ms. Addisie Ayalew Accountant 

 

１４）アレファ村農業普及員（Development Agent in Alefa Kabele） 

Ms. Tigst Melesew Development Agent 

 

１５）アムハラ州マイクロクレジット機構（ACSI: Amhara Credit & Saving Institution） 

Mr. Gashaw Workneh Zeleke Deputy Directing Manager 

 

１６）笹川アフリカ協会（SG2000） 

間遠 登志朗 農産物加工技術普及担当ダイレクター  

 

１７）在エチオピア国日本大使館 

駒野 欽一 大使 

竹中 一行 二等書記官 

 



7 

１８）JICA エチオピア事務所 

佐々木 克宏 所長 

安藤 直樹 次長 

中村 貴弘 職員 

跡部 雅 企画調査員 
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第２章 エチオピア国における農業セクターの概況 

 

２－１ 農業セクターの現状と課題 

 

（１）「エ」国経済における農業セクターの位置付け 

 

１）セクター別ＧＤＰ・貿易状況 

 

 「エ」国の農業セクター（林業・水産業・畜産業を含む）の GDP シェアは 2006 年時点で 50.8％と

最大のシェアを占めており、重要な産業である。表 2-1 にセクター別 GDP の推移を示す。また、他

の多くのセクターが着実に GDP の増加傾向を示しているのに対し、多くの農民が天水農業を行って

いる同国では農業生産高が天候に左右されることもあり、農業セクターは年によって GDP の増減が

ある。 

 

 

表 2-1 セクターGDP 推移（2002～2006 年度） 

単位：千 Birr 

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度
農林水産畜産業 30,763,808.5 27,257,999.5 31,978,911.7 36,249,954.2 40,307,498.8 (46.7%)
工業 8,737,130.2 9,003,030.4 9,900,330.5 10,702,464.0 11,496,004.8 (13.3%)
商業・ホテル・レストラン 8,571,165.3 8,869,147.2 8,941,664.5 9,042,019.1 9,629,750.0 (11.2%)
運輸・通信 2,711,014.4 3,101,330.4 3,210,338.2 3,470,376.0 3,713,302.0 (4.3%)
金融・保険・不動産 5,459,110.0 5,698,587.0 5,868,406.6 6,106,354.7 6,380,970.4 (7.4%)
公的機関 4,096,012.1 3,809,308.1 3,300,535.7 3,267,530.2 3,332,881.3 (3.9%)
教育・医療 2,048,701.3 2,280,735.6 2,495,131.4 2,700,025.3 2,974,990.2 (3.4%)

65,448,495.9 63,382,867.7 70,973,060.4 78,488,113.8 86,241,880.2

2006年度セクター

合計（その他を含む）  
注：表中の年度はエチオピアの会計年度（毎年 7 月～6 月）である。 
出典：CSA “National Statistics 2006” 

 

 

 貿易に関しては農業関連の品目が輸出額の 72.1%を占めており、「エ」国にとって農業セクターは

外貨獲得の面でも大きな割合を占めている。表 2-2 に輸出入において農産関連品目が占める割合を示

す。同国で主に耕作されている作物はメイズ、テフ3、ソルガム、コムギ、オオムギといった穀物で

あるが、こうした穀物は主に国内で消費されている。輸出されている主要な農産品は、コーヒー、油

糧種子、チャット4であり、この 3 品目で 1 年間の総輸出額の約 65％となる。この他に「エ」国にお

いて輸出金額が多いのは畜産関連の品目であり、皮・皮革、畜産動物、肉・肉製品の 3 品目で約 12％

となる。「エ」国における主要輸出品目を表 2-3 に示す。 

 

                                                      
3 テフとはアフリカ北東部が原産とされているイネ科カゼクサ属の 1 年草の植物。学名は Eragrostis 

abyssinica。「エ」国で伝統的に主食として栽培されてきた作物。 
4 チャットとは葉や種が下剤や利尿剤などに利用されるオオバコ科の植物。 
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表 2-2 輸出入において農産関連品目が占める割合（2002 年） 

総額 農業関連
農業関連が
占める割合

総額 農業関連
農業関連が
占める割合

（億ドル） （億ドル） （%） （億ドル） （億ドル） （%）

4.8 3.5 72.1% 16.7 1.9 11.5%

輸出 輸入

 

出典：FAO “Ethiopia Country Profile” 

 

 

表 2-3 主要輸出品目（2003/4～2005/6 年） 

単位：百万 USD 

2003/4年 2004/5年
全輸出額に
占める割合

コーヒー 223.5 335.2 354.3 (35.4%)
油糧種子 82.7 125.0 211.4 (21.1%)
チャット 88.0 100.2 89.1 (8.9%)
皮・皮革 43.6 676.6 75.0 (7.5%)
豆類 22.6 35.4 37.0 (3.7%)
畜産動物 1.9 12.8 27.6 (2.8%)
肉・肉製品 7.7 14.6 18.5 (1.9%)
果物・野菜 12.7 16.1 13.2 (1.3%)

2005/6年

 
出典：National Bank of Ethiopia “Annual Report 2005/06” 

 

 

 

２）農業従事者比率 

 

 「エ」国の総人口は 2005 年 3 月時点で 6,323 万人（うち男性 3,128 万人、女性 3,195 万人）と推定

されている5。同国の就業人口のうち農業セクター（林業・水産業・畜産業を含む）には 80.2％が従

事している。農村部では農業セクター就業者の割合は 88.5%となる。これは農村部ではほとんどの就

業者が農業セクターに従事していることを表しており、そのため農村部では第 2 次産業と第 3 次産業

の就業率を全て合計しても僅か 9.6％にしかならない。セクター別の就業割合は表 2-4 に示すとおり

である。 

 

                                                      
5 CSA “2005 National Labour Force Survey Summary”。基本的に、この人口統計は全国を対象としているが、

アファール州の 6 ゾーン（行政単位の一つ）、ソマリ州の 6 ゾーン、ガンベラ州の全ゾーンが調査対象に含ま

れていない。 
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表 2-4 セクター別就業人口割合（2005 年） 

全国
都市部 農村部

農業（林業・水産業・畜産業含む） 80.2 % 13.0 % 88.5 %
商業 5.2 % 21.8 % 3.2 %
ホテル・レストラン 2.5 % 10.8 % 1.4 %
製造業 4.9 % 14.3 % 3.9 %
公的機関 1.2 % 7.1 % 0.4 %
教育・医療・その他サービス業 2.6 % 14.1 % 1.1 %
その他 3.4 % 18.9 % 1.5 %  
出典：CSA “2005 National Labour Force Survey Summary” 

 

 

 

（２）自然環境条件 

 

１）自然条件 

 

 ｢エ｣国は、アフリカ大陸の北東部に広がる内陸国である。国土面積は 110.4 万平方キロメートル（世

銀統計に拠る、「エ」国政府の発表では 112.7 万平方キロメートル）である6。「エチオピア高原」

と呼ばれている標高 1,500 メートル以上の地域（平均標高 2,300 メートル）が国土の 45％を占める。

標高 1,500 メートル以下の地域は低地と呼ばれる。 

 国土を南北にアフリカ大地溝帯（リフト・バレー）が走っており、西側が狭義の「エチオピア高原」、

東側が「東部高原」と呼ばれる。西側の方が面積が広く、ほとんどの主要都市が所在する。アフリカ

大地溝帯（リフト・バレー）以外にも、長年の土壌浸食によって国土には幾つもの深い峡谷が形成さ

れている。こうした峡谷は、道路等のインフラ整備を困難にし、流通の発展を妨げる要因の一つとな

っている。 

 年間平均気温は高地では 7～12℃であるが、低地では 25℃を超えるところもある。年間平均降水量

は、南西部の一部では 2,000 ミリを超える一方、北西部の低地では 100 ミリ以下の地域もある。概し

て西部の降水量が多く、東へ向かうに従って減少する。一般的な降雨パターンは 6 月～9 月ごろに大

雨期（メハール Meher）及び 2 月～3 月に小雨期（ベルグ Belg）となっており、その他の期間は乾

期である。しかし、必ずしもこのパターンに従って雨が降るわけではなく、近年は頻繁に干ばつや集

中豪雨が発生する地域があり、こうした天候不順が「エ」国農業に大きなダメージを与えている。 

 土壌の状況については、国土の南西部と北西部において比較的農耕に適した土壌の分布が見られる。

一方、過去に大きな干ばつ被害を被った中央部と北部高地の土壌は、あまり農耕に適しているとは言

えない。土壌劣化の程度に関しては、北部と中央部の大部分で中～高程度の土壌劣化が進んでいる。

一方、南東部では一部を除いて土壌は比較的安定している。 

 「エ」国における農業生産の拠点は、国土の 45％を占める標高 1,500 メートル以上の地域である。

こうした標高の高い地域は、一般的に自然条件に恵まれていて農業生産のポテンシャルが高く、実際

                                                      
6 AICAF 『エチオピアの農林業』。 
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に多くの農民が居住している。標高 1,500 メートル以下の地域は主に放牧地として利用されている。

こうした標高の低い土地では、概して自然条件が高地よりも農業生産に適していない。 

 以下に標高による農業地域区分を説明する7。 

①標高 1,500 メートル以上の高地 

 国土の 45％を占め、主に国土の西側に広がる。国内の農民や耕地のほとんどが所在して

いるのみならず、家畜の過半数も飼育されている。主な栽培作物は、穀物類（テフ、メイ

ズ、ソルガム、コムギ、オオムギ、フィンガー・ミレット）、マメ類、イモ類である。特

に気候や土壌が恵まれている地域では、商品作物として輸出されるコーヒーや油糧種子類

も栽培されている。人口密度が高く、農家世帯あたりの平均耕地面積は狭い。また、常に

気候に恵まれているわけではなく、天候不順により生産量は不安定である。 

②標高 1,500 メートル以下の地域（放牧地） 

 主に国土の東側と西側の平野部に広がる。熱帯性の乾燥・半乾燥地域である。放牧民や

半放牧民の多くが居住し、主にラクダ、山羊、羊等の飼育が行われている。乾燥に強いソ

ルガムなどが選択的に栽培されているが、その生産性は著しく低い。 

③標高 1,500 メートル以下の地域（その他） 

 国土の南西側と西側の国境沿いに広がる。人口密度が低い。人々は焼畑農業と狩猟を中

心に生活している。 

 上記の標高による農業地域区分の他に、FAO は営農状況や自然状況等を考慮して「エ」国の全土

を 8 つの農業ゾーンに類型化している（表 2-5 及び図 2-1 を参照）。 

 

 

 

表 2-5 FAO による農業ゾーン分類 

農業ゾーン 自然特徴
標高
（m）

降水量
（mm）

気温
（℃) 営農タイプ

飼育家畜
数（頭）

植生

1 灌漑農業 低地高温 500以下 1,000～1,500 20～35 穀物+工芸作物 0～5 サバンナ

2 畑作混作 高地温帯 500～1,500 1,000～1,500 20～35 穀物+根菜類 0～5 サバンナ

3 農牧混合 高地温帯 1,000～1,500 700～1,000 20～35 雑穀+畜産 0～5 サバンナ

4 畑作（短+永年） 高地温帯 2,000以上 1,000～1,500 15～20 穀物+野菜+果実 50～100 サバンナ

5 牧畜（放牧） 低地高温 200～500 150～250 20～35 牛+羊+山羊 0～5 荒地

6 牧畜（放牧） 低地高温 200～1,000 250～500 20～35 羊+山羊 0～5 潅木林

7 畑作（短+永年） 高地温帯 500～1,500 1,000～1,500 15～20 穀物+野菜+果実 50～100 サバンナ

8 永年作（高原） 高地低温 2,000以上 1,500～2,500 15～20 果実+穀物 50～100 常緑林  
出典：IDCJ 『国別農業・農村開発に係る案件発掘・形成のための執務参考資料 エチオピア』 
（原資料は FAO Country Profiles and Mapping Information System, Ethiopia） 

 

 

                                                      
7 AICAF『エチオピアの農林業』で述べられている区分に従った。 
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出典： FAO “Country Profiles and Mapping Information System, Ethiopia” 

 

図 2-1 FAO による農業ゾーン分類 

 

 

２）土地利用状況 

 

 表 2-6 に土地利用区分を示す。国土のうち農用地となっているのは 28.8%である。農用地のうち作

物栽培に使われている耕地は 10.7％であり、耕作可能な土地（約 72.8 百万 ha）の 16.2％と非常に小

さい。 

 

 

表 2-6 土地利用区分（2003 年） 

単位：千 ha 

総面積 110,430 (100.0%)
陸地 100,000 (90.6%)

農用地 31,769 (28.8%)
耕地 11,769 (10.7%)
草地 20,000 (18.1%)

森林・林 13,300 (12.0%)

面積

 
注：森林・林の数値のみ 1994 年 
出典：AICAF 『エチオピアの農林業』（原資料は FAO STAT） 
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（３）食糧事情 

 

１）農作物生産状況 

 

 「エ」国で栽培されている主な食糧作物は、テフ、メイズ、ソルガム、コムギ、オオムギの 5 つで

あり、それぞれに生産量の地域間格差はあるものの全国で栽培されている。一部でフィンガー・ミレ

ット、エンバク、コメ等も食糧として栽培されているが、その割合は低く、前述の 5 つの作物は穀物

生産量全体の 90％以上を占める。表 2-7 に主要穀物の生産量を示す。これら 5 作物の生産量の推移

を見ると、それぞれの作物では天候等の影響により年によって増減があるが、5 作物の生産量合計に

ついては増加傾向で推移しており、単位面積あたりの収量も増加している。 

 

 

表 2-7 主要穀物生産量の推移 

穀物名 項目（単位） 1995年* 2000年* 2001/2年** 2002年* 2003/4年** 2004/5年** 2005/6年**

栽培面積 (ha) 1,899,070 2,153,970 1,846,082 1,862,833 1,989,068 2,135,553 2,246,017

生産量 (トン) 1,342,730 1,727,200 1,639,641 1,643,824 1,677,348 2,025,521 2,175,598

収量(kg/ha) 707 802 888 882 843 948 969

栽培面積 (ha) 1,464,080 1,655,750 1,350,845 1,506,760 1,367,115 1,392,916 1,523,125

生産量 (トン) 1,989,700 2,682,940 2,834,575 2,825,550 2,542,965 2,394,162 3,336,795

収量(kg/ha) 1,359 1,620 2,098 1,875 1,860 1,719 2,191

栽培面積 (ha) 919,830 1,011,150 1,150,741 1,159,000 1,283,654 1,253,620 1,468,070

生産量 (トン) 1,140,710 1,188,080 1,557,280 1,566,440 1,742,454 1,715,954 2,173,599

収量(kg/ha) 1,240 1,175 1,353 1,352 1,357 1,369 1,481

栽培面積 (ha) 826,840 1,062,010 1,029,068 1,006,270 1,098,907 1,398,215 1,459,540

生産量 (トン) 1,083,680 1,235,270 1,467,228 1,447,650 1,614,441 2,176,603 2,219,075

収量(kg/ha) 1,311 1,163 1,426 1,439 1,469 1,557 1,520

栽培面積 (ha) 1,140,580 880,360 781,958 821,380 920,127 1,095,436 997,868

生産量 (トン) 985,830 803,900 939,254 1,183,540 1,079,686 1,328,052 1,270,680

収量(kg/ha) 864 913 1,201 1,441 1,173 1,212 1,273

6,542,650 7,637,390 8,437,979 8,667,004 8,656,894 9,640,293 11,175,747

n.a. n.a. 8,797,175 n.a. 9,006,238 10,030,836 11,624,271

テフ

メイズ

ソルガム

コムギ

上記5穀物の生産量合計

 (トン)

全穀物の生産量合計
 (トン)

オオムギ

 

注：FAO STAT ではテフの項目がないため “Cereals, Nec”の情報を代替として使用した。 
出典：*印の 1995 年、2000 年、2002 年は FAO-FAO Stat、**印の 2003/4～2005/6 年は CSA “Agricultural Sample Survey” 

 

 

 主要食糧作物のうち、テフ、コムギ、オオムギは主に冷涼な高地で栽培されている。メイズ、ソル

ガム、ミレットは、それよりも温暖な地域で栽培されている。このうちソルガムとミレットは耐乾性

が強く、標高の低い半乾燥地における主要作物である。また、メイズは南西部での生産が多い。 

 「エ」国では天水農業が中心であるため、多くの農作物は 6 月からの本格的な雨期の開始とともに

作付けされるが、メイズやソルガムは 4～5 月に播種する地域もある。また、雨期が大雨期と小雨期

と 2 つあるため、地域によっては二毛作が行われている。 
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 オロミヤ州とアムハラ州は穀物の栽培面積及び生産量において他州よりも突出している。2005/06

年に、オロミヤ州が全国の穀物作付面積の 46.4%、生産量の 50.6%、一方アムハラ州は各々35.1％及

び 32.8%を占める。よって、この 2 つの州で全国生産量の 81.5%を占める。これら 2 つの州には人口

の 70.8%（オロミヤ州 35.4%、アムハラ州 25.4%）8が集中し、国土の 45.4%（オロミヤ州 31.3%、ア

ムハラ州 14.1%）9を占めている。また、これらの州は「エ」国の主要農業生産地である高原地帯を

中心に成り立っており、農業生産性は低くはない。そのため、これらこの 2 つの州の 2001/2 年時点

の食糧自給率はオロミヤ州が 111.1%、アムハラ州が 103.6%となっている10。表 2-8 に州別の農作物

生産状況を示す。 

 

 

表 2-8 州別の穀物栽培面積と生産量（2003/04 年～2005/06 年） 

オロミヤ州 380,808 (437.4%) 4,574,889 (46.5%) 4,720,123 (470.5%) 5,086,597 (549.9%) 6,232,166 (704.1%) 6,772,714 (570.1%)
アムハラ州 316,818 (363.9%) 3,374,253 (34.3%) 3,570,812 (355.9%) 3,380,139 (365.4%) 3,762,347 (425.1%) 4,385,471 (369.1%)

南部諸民族州 82,247 (94.5%) 913,209 (9.3%) 876,693 (87.4%) 960,625 (103.8%) 1,027,164 (116.0%) 1,035,904 (87.2%)

ティグライ州 59,216 (68.0%) 674,551 (6.9%) 708,350 (70.6%) 653,063 (70.6%) 631,630 (71.4%) 858,798 (72.3%)
アディス・アベバ 2,298 (2.6%) 8,211 (0.1%) 10,094 (1.0%) 22,671 (2.5%) 12,618 (1.4%) 12,404 (1.0%)
ハラール州 764 (0.9%) 7,594 (0.1%) 8,807 (0.9%) 6,586 (0.7%) 4,569 (0.5%) 7,815 (0.7%)

ベニシャングル州 14,715 (16.9%) 166,285 (1.7%) 171,876 (17.1%) 152,201 (16.5%) 169,897 (19.2%) 208,580 (17.6%)

アファ州 1,325 (1.5%) 12,311 (0.1%) 19,088 (1.9%) 26,205 (2.8%) 16,750 (1.9%) 37,633 (3.2%)
ガンベラ州 971 (1.1%) 27,692 (0.3%) 9,890 (1.0%) n.a. n.a. n.a. n.a. 17,107 (1.4%)
ディレ・ダワ 718 (0.8%) 7,638 (0.1%) 7,888 (0.8%) 7,942 (0.9%) 5,021 (0.6%) 7,892 (0.7%)

ソマリ州 7,050 (8.1%) 72,130 (0.7%) 67,290 (6.7%) 56,385 (6.1%) 44,649 (5.0%) 37,809 (3.2%)

合計 87,056 (100.0%) 9,838,763 (9.9%) 1,003,283 (100.0%) 925,052 (127.0%) 885,134 (127.2%) 1,188,038 (100.0%)

2003/2004年 2004/2005年 2005/2006年
生産量（トン)

2003/2004年 2004/2005年 2005/2006年
栽培面積（ha)

 

注：アディスアベバとディレダワは特別行政区となる。 
出典：CSA “Agricultural Sample Survey 2004/2005, 2005/2006” 

 

 

 

２）自給率 

 

 近年は毎年のようにほとんどの作物で消費量が生産量を上回っている。国内消費量は人口の増加に

伴い年々増加傾向にあり、作付面積の拡大が困難な状況下、単収の増加による生産の拡大が必要不可

欠である。主要穀物の生産量、消費量、輸出入量を表 2-9 に示す。 

 

 

                                                      
8 CSA “National Statistics 2006”. 
9 同上 
10 Ethiopian Agricultural Sample Enumeration, 2001/02, Results at Country Level, Part1, CACC, July 2003. 
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表 2-9 主要穀物の生産量と国内消費量及び輸出・輸入量の推移 

単位：千トン 

作物名 項目 1995年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年
生産量(a) n.a. n.a. 1,640 n.a. 1,677 2,026 2,176
国内消費量(b) 1,142 1,580 1,586 1,619 1,695 1,807 1,936
a/b n.a. n.a. 103% n.a. 99% 112% 112%
輸入量 n.a. 1 0 0 0 n.a. n.a.
輸出量 n.a. 3 39 16 12 4 0
生産量(a) 1,990 2,683 2,835 2,826 2,543 2,394 3,337
国内消費量(b) 2,303 2,623 2,715 2,769 2,795 2,811 2,829
a/b 86% 102% 104% 102% 91% 85% 118%
輸入量 4 59 49 23 180 73 39
輸出量 n.a. 0 1 13 1 8 0
生産量(a) 1,141 1,188 1,557 1,566 1,742 1,716 2,174
国内消費量(b) 1,224 1,320 1,391 1,491 1,592 1,683 1,769
a/b 93% 90% 112% 105% 109% 102% 123%
輸入量 n.a. n.a. n.a. 0 26 n.a. n.a.
輸出量 n.a. 1 0 1 1 0 n.a.
生産量(a) 1,084 1,235 1,467 1,448 1,614 2,177 2,219
国内消費量(b) 1,001 2,060 2,308 2,483 2,702 2,911 3,116
a/b 108% 60% 64% 58% 60% 75% 71%
輸入量 479 1,271 830 476 2,384 1,139 744
輸出量 n.a. 0 1 0 0 3 n.a.
生産量(a) 986 804 939 1,184 1,080 1,328 1,271
国内消費量(b) 639 816 839 883 954 1,031 1,126
a/b 154% 99% 112% 134% 113% 129% 113%
輸入量 n.a. 5 6 n.a. n.a. n.a. n.a.
輸出量 n.a. 0 0 0 0 0 0
生産量(a) 5,200 5,910 8,438 7,023 8,657 9,640 11,176
国内消費量(b) 5,167 6,819 8,839 7,626 9,738 10,243 10,776
a/b 101% 87% 95% 92% 89% 94% 104%

合計

オオムギ

テフ

ソルガム

コムギ

メイズ

 

注１：FAO STAT ではテフの項目がないため “Cereals, Nec”の情報を代替として使用した。 
注 2：輸入量は商業輸入と食糧援助の合計である。 
注 3：メイズの輸入量及び輸出量は FAO STAT の メイズ（Maize）及び メイズ粉（Maize Flour）の合計である。 
出典：FAO-FAO STAT（2001 年と 2003～2005 年の生産量のみ CSA “Agriculture Sample Survey”） 

 

 

 

 表 2-9 のとおり近年は 2005 年を除いて毎年のようにほとんどの食糧作物で自給が達成されていな

い。 

 このような食糧不足は、干ばつ等による農業生産不順も相まって、これまで「エ」国では恒常的に

発生してきた。表 2-10 のとおり 1965 年～2000 年まで干ばつが繰り返し発生し、多くの国民が食糧

不足に直面していることが見て取れる。ただし、こうした被害は「エ」国全土にわたっているわけで

はなく、特に北部と東部での被害が深刻である。 
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表 2-10 干ばつが起きた年、及び被害者数 

単位：百万人 

年 1965 1969 1973 1977 1978 1979 1983 1984 1985 1987 1989 1990 1991 1992 2000
被害者数 1.5 1.7 3.0 0.3 1.4 0.2 2.0 5.0 7.8 7.0 2.3 6.5 6.2 0.5 10.0  

出典：AICAF 『エチオピアの農林業』 （原資料は WFP） 

 

 

 前述のように「エ」国では干ばつ被害は地域により同一ではない。干ばつ被害を被った地域に余剰

食糧や輸出向け食糧を分配することができれば、干ばつ被害の影響を軽減することが可能であろうが、

実際には食糧危機に瀕している人々に十分に食糧が行き渡っていない。理由としては、自給農民が多

いために余剰生産物の量自体が少ないこと、及び道路を含めた国内の流通インフラが未整備で農産物

を流通する体制が整っていないことが挙げられる。 

 

＜農民の農業生産の状況＞ 

 

 「エ」国における食糧不足は、同国の天候不順や、流通インフラの未整備、農業作物生産性の低さ

等が原因となって生じている。各農家レベルにおいて農業作物生産性が低い理由は、天水に依存した

伝統的な農法や、農業資機材利用の少なさ、分散した耕地に起因する労働生産性の低さ等が挙げられ

る。各農家における農業作物生産性の低さは、その自給期間の短さとなって現われる。表 2-11 に示

すように、農家世帯あたりの自家生産食糧による自給期間を算出すると、700kg÷92.5kg≒7.6 カ月に

過ぎない。したがって、4.4 ヵ月分を不足分として他の食糧供給源から求めなくてはならないのが現

状である。 

 

 

表 2-11 農家世帯あたりの食糧生産性 

平均耕作面積 1.05ha/農家

年間平均穀類生産量/ha 1,080kg
年間穀類生産量/農家 700kg
月間穀類消費量/人 18.5kg
月間穀類消費量/戸(5人家族) 92.5kg  

出典：『エチオピア連邦民主共和国農産物流通改善プロジェクト 
 形成調査報告書』のデータを基に作成 

 

 

 また、農業資機材の利用については、「エ」国における一人当たり GNI は 160 US$（2005 年世銀）

と収入レベルは高くないため、トラクターのような農業機械を導入することは難しい。このような状

況では肥料の投入が農産物生産を増やすための主要な手段の一つとなる。しかし、肥料であっても一

般農家にとっては安価ではないことから、多くの農民はクレジットを利用して肥料を購入しているの

が現状である。 
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３）食糧援助状況 

 

 「エ」国に対する主要ドナーは世界銀行、アメリカである。2001 年～2003 年までの援助額の累計

では表 2-12 のとおり日本も第 5 位となっている。表 2-12 に挙げられている以外の「エ」国へのドナ

ーとしてはイギリス、イタリア、ドイツ、オランダ、ノルウェー等がある。過去、「エ」国に対する

援助は食糧援助等を通じた緊急援助の比率が高かったが、最近は多くのドナーがセーフティネットを

含む食糧安全保障、初等教育・基礎保健の充実といった社会開発、地方分権化のためのキャパシティ

ービルディング等へと協力内容を転換している。 

 

 

表 2-12 ドナー援助額（上位 5 ドナー）（2001～2003 年累計） 

単位：百万 USD 

金額
IDA（世界銀行） 834
アメリカ 499
EU 251
AfDB（アフリカ開発銀行） 111
日本 105  
出典：AICAF 『エチオピアの農林業』 （原資料は OECD ホームページ） 

 

 

 これまでの政府による農業政策や諸外国からの援助が効果を現わして、主要農産物の生産量は増加

傾向をたどった。表 2-7 のとおり、2KR における 5 つの対象作物の生産量合計は 1995 年（6,542,650

トン）から 2005 年（11,175,747 トン）にかけて約 70％増加した。加えて、同期間に 5 つの作物の全

てにおいて単位面積あたりの収量も増えた。 

 しかしながら、前述したとおり、「エ」国では地域的な干ばつ被害や農産物流通網の未整備のため

に、毎年のように食糧不足に直面している人々が存在している。こうした深刻な「エ」国の食糧状況

に鑑み、後述のとおり 2003 年にエチオピア政府と各ドナーは新食糧安全保障連合（New Coalition for 

Food Security）を組織し、食糧の安全保障に対する戦略と支援を強調することとなった。表 2-13 に食

糧援助量の推移を示すとおり、「エ」国に供与される食糧援助の量は、干ばつなどの被害状況により

増減があるものの、例年数十万トンとなっている。 

 

 

表 2-13 食糧援助量（1995～2006 年） 

単位：トン 

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

食糧援助量 230,930 265,000 352,600 306,400 502,600 999,100 575,670 n.a. n.a. n.a. n.a. 329,221

食糧援助の必要量 498,574 655,275 313,647 547,609 775,548 1,380,201 639,246 897,292 1,802,186 871,002 387,482 508,930  
出典：JICA エチオピア事務所資料 
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４）肥料の生産・流通状況 

 

 「エ」国では肥料の生産は行われておらず、肥料の調達は全て輸入に依存している。現在「エ」国

において肥料を輸入するための主要なルートは①農業農村開発省（Ministry of Agriculture and Rural 

Development、以下「MoARD」とする）が開催する入札による輸入であり、次に②ドナーによる援助

である。これら MoARD による入札、及びドナーによる援助を通して「エ」国に輸入された肥料数量

の推移を表 2-14 に示す。 

 

①MoARD による入札 

 現在の「エ」国では MoARD が開催する入札を通すのが主要な肥料輸入ルートである。この入札は、

肥料を輸入する際に必要となる外貨を「エ」国政府が準備し、肥料を輸入する各団体へ割り当てるた

めに行われる。「エ」国政府が外貨を準備するのは、「エ」国では外貨に対する統制があり、一般に

各団体が肥料輸入に必要な外貨を準備することが難しいという背景がある。 

 この入札は、1994 年に施行された「国家肥料政策（National Fertilizer Policy）」に掲げられた肥料

市場の自由化政策の下で開始された。その政策が施行されるまで、農業資機材供給公社（Agriculture 

Input Supply Enterprise、以下 AISE とする）の前身である AISCO11が独占的に国内の肥料の輸入と流

通を管轄していた。しかし、「国家肥料政策」が施行されてからは肥料市場に民間企業などが参入で

きるようになった12。 

 MoARD の入札で取り扱われる肥料は尿素と DAP のみである13。理由は、その 2 つの肥料のみが、

「エ」国内で慣例として推奨されている施肥基準に含まれているためである。その慣例的な施肥基準

では、全国一律に尿素 50 kg/ha、DAP100 kg/ha の施肥を推奨している。研究機関によっては品種別・

地域別の施肥量に係る指針を作成するところもあるが、正式な採用には至っていない。 

 毎年 MoARD は、州毎の農家の需要、加えて大規模農場（商業農場・国営農場・研究所）の需要を

積算したものを基準に、翌年の肥料需要量を取りまとめている。その需要量を根拠にして、入札にか

ける肥料の数量を決めている。これまでの肥料需要量の推移は表 2-15 に示すとおりである。州毎の

農家需要は、各州政府の農業事務所が、州内の農業普及員（Development Agent）を通して農家の需

要を聞き取って集計したものである。 

 

 

                                                      
11 AISCO は Agricultural Input Supply Corporation の略称である。AISCO は国家保有の組織として 1985

年から 1994 年まで存続し、1994 年に AISE へ改編されて独立採算制の公社となった。AISCO の前身

は 1978 年に設立された AMC（Agricultural Marketing Corporation）である。 
12 「エ」国政府は同政策を実現するため国家肥料工業機構（National Fertilizer Industry Agency）を設立

した。第 1 回目の入札は、同機構が開催する形で 1996 年に行われた。それから数年は同機構が入札

を実施していたが、その後変遷を経て、最終的には 2004 年に同機構が担っていた機能は MoARD に

吸収された。現在はこれを引き継ぎ、MoARD が入札を行っている。 
13 実際には MoARD の入札を介さずに尿素と DAP 以外の肥料が「エ」国には輸入されている。その輸

入量は「エ」国における肥料輸入量全体と比べれば微量である。そのため、MoARD がまとめている

肥料輸入量の表にも集計されていない。尿素と DAP 以外の肥料輸入は、商業目的ではなく、それを

輸入した団体自らの活動に使用する場合に限って MoARD は認めている。実際に尿素と DAP 以外の

肥料を輸入しているのは、園芸分野の民間業者や農業研究所などということである。 
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表 2-14 肥料輸入量（2002～2006 年） 

単位：トン 

DAP 尿素 小計
2006 公的団体 AISE エ国政府入札 24,976 24,976

公的団体 AISE エ国政府入札 25,000 25,000
民間企業 Ambassel エ国政府入札 28,498 28,498
民間企業 Ambassel エ国政府入札 28,521 28,521
民間企業 Wondo エ国政府入札 25,067 25,067
農協連合 L. Adama エ国政府入札 25,000 25,000
農協連合 Yerer エ国政府入札 24,954 24,954
農協連合 Hitosa エ国政府入札 24,905 24,905
農協連合 Gozamen エ国政府入札 25,000 25,000
農協連合 B. Weliso エ国政府入札 25,082 25,082
農協連合 B. Weliso エ国政府入札 24,914 24,914
農協連合 Ambo エ国政府入札 24,697 24,697
農協連合 Ambo エ国政府入札 24,995 24,995
農協連合 Lecha エ国政府入札 28,967 28,967
農協連合 Enderta エ国政府入札 25,000 25,000

281,997 103,579 385,576
2005 公的団体 AISE エ国政府入札 50,000 50,000

公的団体 AISE エ国政府入札 25,000 25,000
公的団体 AISE エ国政府入札 25,000 25,000
公的団体 AISE エ国政府入札 25,000 25,000
公的団体 AISE エ国政府入札 25,000 25,000
公的団体 AISE エ国政府入札 25,000 25,000
公的団体 AISE エ国政府入札 25,000 25,000
公的団体 AISE 日本援助 24,521 24,521
民間企業 Ambassel エ国政府入札 50,000 50,000
民間企業 Ambassel エ国政府入札 25,000 25,000
民間企業 Wondo エ国政府入札 25,000 25,000
農協連合 Lome Adama エ国政府入札 25,000 25,000
農協連合 Merkeb エ国政府入札 25,000 25,000
農協連合 Merkeb エ国政府入札 25,000 25,000
農協連合 Errer エ国政府入札 25,000 25,000

275,000 149,521 424,521
2004 公的団体 AISE エ国政府入札 49,003 49,003

公的団体 AISE エ国政府入札 29,972 29,972
公的団体 AISE エ国政府入札 49,669 49,669
公的団体 AISE エ国政府入札 50,000 50,000
公的団体 AISE エ国政府入札 35,000 35,000
公的団体 AISE 日本援助 18,341 18,341
民間企業 Ambassel エ国政府入札 43,107 43,107
民間企業 Ambassel エ国政府入札 32,825 32,825
民間企業 Ambassel エ国政府入札 25,172 25,172
民間企業 Wondo エ国政府入札 41,593 41,593

233,593 141,089 374,682
2003 公的団体 AISE エ国政府入札 29,722 29,722

公的団体 AISE 日本援助 16,319 16,319
29,722 16,319 46,041

2002 公的団体 AISE IDA援助 50,000 50,000
公的団体 AISE ADF援助 29,000 29,000
公的団体 AISE ADF援助 29,000 29,000
公的団体 AISE IDA援助 9,000 9,000
公的団体 AISE IDA援助 30,000 30,000
公的団体 AISE IDA援助 30,000 30,000
公的団体 AISE 日本援助 18,424 18,424
公的団体 AISE イタリア援助 12,000 12,000
民間企業 Ambassel IDA援助 25,000 25,000
民間企業 Ambassel IDA援助 50,000 50,000
民間企業 Ambassel エ国政府入札 50,000 50,000
民間企業 Wondo エ国政府入札 25,000 25,000
民間企業 Wondo オランダ援助 11,000 11,000

208,000 160,424 368,424

合計

合計

数量

合計

合計

合計

年 組織カテゴリー 組織名 輸入ルート

 

出典：MoARD 提出資料 
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表 2-15 地域別の肥料需要量推移（2003～2008 年） 

単位：トン 

尿素 DAP 小計 (%) 尿素 DAP 小計 (%) 尿素 DAP 小計 (%)
オロミヤ州 n.a n.a n.a n.a 56,365 111,438 167,803 (42.27) 67,632 137,326 204,958 (42.70)
アムハラ州 n.a n.a n.a n.a 44,336 68,048 112,384 (28.31) 50,800 76,200 127,000 (26.46)
南部諸民族州 n.a n.a n.a n.a 10,598 31,254 41,852 (10.54) 16,125 47,593 63,718 (13.27)
ティグライ州 n.a n.a n.a n.a 7,600 10,500 18,100 (4.56) 10,000 20,000 30,000 (6.25)
アディス・アベバ n.a n.a n.a n.a 603 1,149 1,752 (0.44) 666 1,118 1,784 (0.37)
ハラール州 n.a n.a n.a n.a 1,000 720 1,720 (0.43) 700 600 1,300 (0.27)
ベニシャングル州 n.a n.a n.a n.a 280 315 595 (0.15)
アファ州 n.a n.a n.a n.a - - - -
ガンベラ州 n.a n.a n.a n.a 90 90 180 (0.05)
ディレ・ダワ n.a n.a n.a n.a - - - -
ソマリ州 n.a n.a n.a n.a - - - - - - - -

地域別合計 n.a n.a n.a n.a 120,872 223,514 344,386 (86.75) 146,500 283,500 430,000 (89.58)
その他（大規模商業農
園、研究施設等）

n.a n.a n.a n.a 9,128 43,485 52,613 (13.25) 13,500 36,500 50,000 (10.42)

合計 137,000 163,000 300,000 (100.00) 130,000 266,999 396,999 (100.00) 160,000 320,000 480,000 (100.00)

663577 1,240 (0.26)

2003年 2004年 2005年

 

 

尿素 DAP 小計 (%) 尿素 DAP 小計 (%) 尿素 DAP 小計 (%)
オロミヤ州 100,000 160,000 260,000 (43.33) 105,000 168,000 273,000 (42.00) 69,000 161,000 230,000 (43.40)
アムハラ州 94,000 102,000 196,000 (32.67) 103,915 118,619 222,534 (34.24) 76,668 95,036 171,704 (32.40)
南部諸民族州 18,000 30,000 48,000 (8.00) 19,850 32,503 52,353 (8.05) 12,443 45,227 57,670 (10.88)
ティグライ州 12,000 18,000 30,000 (5.00) 7,757 10,170 17,927 (2.76) 6,306 11,188 17,494 (3.30)
アディス・アベバ 670 1,120 1,790 (0.30) 813 813 1,626 (0.25) 819 819 1,638 (0.31)
ハラール州 200 200 400 (0.07) - - - - 1,000 600 1,600 (0.30)
ベニシャングル州 200 400 600 (0.10) 379 798 1,177 (0.18) 433 1,494 1,927 (0.36)
アファ州 - - - - - - - - 20 20 40 (0.01)
ガンベラ州 - - - - - - - - 156 371 527 (0.10)
ディレ・ダワ - - - - - - - - 35 65 100 (0.02)
ソマリ州 - - - - 40 80 80 (0.01) 120 180 300 (0.06)

地域別合計 225,070 311,720 536,790 (89.47) 237,754 330,983 568,737 (87.50) 167,000 316,000 483,000 (91.13)
その他（大規模商業農
園、研究施設等）

34,930 28,280 63,210 (10.54) 33,972 47,291 81,263 (12.50) 13,000 34,000 47,000 (8.87)

合計 260,000 340,000 600,000 (100.00) 271,726 378,274 650,000 (100.00) 180,000 350,000 530,000 (100.00)

2006年 2007年 2008年

 
注：2004 年は小数点以下の処理のために内訳と合計が合わない箇所がある。 
出典：MoARD 提出資料 

 

 

 MoARD の入札に参加する団体は、公的団体、民間の肥料業者、農協連合の 3 種類に大別できる。

入札では、入札図書で定められた一定の条件を満たした上で、最も安価な肥料価格を示した団体が落

札する。公的団体であるからという理由により、入札の条件面で優遇されるといったことはない。 

 公的団体は AISE のみである。AISE は独立採算の公社（public enterprise）であり、組織運営にあた

って政府からの補助金等は受けていない。民間の肥料業者は Ambassel と Wondo があり、2 団体とも

州政府職員が評議会メンバーに入っていることから特定の地方政府との結びつきがあり（Ambassel

はアムハラ州、Wondo は南部諸民族州）、完全な民間団体であるとは言えない。農協連合は、表 2-14

にあるとおり、複数の団体が入札に参加している。過去、農協連合は入札に参加していなかったが、

最近は農協関連組織を強化するために地方政府が後押ししており、その流れを受けて農協連合が入札

に参加している。 

 入札の落札状況については、2005 年まで AISE が高いシェアを占めていたが、近年は入札に参加す

る農協連合が落札することも増えており、2006 年の AISE による落札率は 13.0％にまで落ち込んでい

る。なお、MoARD によれば、2007 年には AISE のシェアは少し回復したとの話であった。 
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②外国ドナー援助 

 これまで「エ」国に肥料を供与したドナーは日本政府（2KR 及びノンプロジェクト無償による）

以外にも、世銀、アフリカ開発銀行、イタリア政府、オランダ政府等がある。しかしながら、2007

年現在において「エ」国に肥料を援助で供与しているドナーは日本政府だけである。他ドナーによる

肥料供与は 2002 年が最後である。MoARD によれば、2003 年から他ドナーが肥料を供与していない

理由は、その年から他ドナーは「エ」国への援助基本方針を肥料等の現物支給から財政支援に切り替

えているためである14。 

 日本政府による 2KR とノンプロジェクト無償を通して供与される肥料が海外から「エ」国内に到

着する際には、全て AISE が荷受人となる。「エ」国で肥料を受け取った AISE は、MoARD の入札

によって自ら輸入した肥料と同様の方法で「エ」国内で肥料を配布する。 

 2002 年まで日本政府以外にも「エ」国に肥料を供与したドナーが存在していたが、これらドナー

によって供与された肥料の過半数は AISE が受け取っていた。 

 なお、前回の 2005 年度 2KR により「エ」国に供与された肥料 10,822 トンは、2005 年の同国にお

ける肥料輸入量の 2.5％に相当する。同時に、2005 年度 2KR の肥料は同年の肥料消費量の約 7.7%に

相当する。 

 

＜肥料の使用状況＞ 

 

 肥料は、2005/6 年において施肥面積にして約 500 万 ha、全耕作面積の 44.3％で利用されており、

作物栽培に不可欠の資材となっている。施肥の面積及びその全耕作地面積に占める割合は、年によっ

て増減があるものの、全体としては双方とも増加傾向にある。表 2-16 に施肥面積の推移を示す。 

 

 

表 2-16 施肥面積の推移（1995 年～2005/6 年） 

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002/3年* 2004/5年* 2005/6年*

全耕作面積（ha） 7,948,540 8,825,400 7,566,960 8,924,250 9,133,640 9,445,480 10,437,688 9,654,159 10,887,953 11,292,572

施肥面積（ha） 2,543,533 2,844,860 2,608,550 3,444,830 3,544,540 3,838,103 3,949,560 3,882,506 4,549,663 5,006,026

施肥面積の割合（%） 32.0% 32.2% 34.5% 38.6% 38.8% 40.6% 37.8% 40.2% 41.8% 44.3%  
出典：1995～2001 年は NFIA、*印の 2002/3～2005/6 年は CSA “Agriculture Sample Survey” 

 

 

 既に表 2-14 において「エ」国における肥料の輸入量、表 2-15 において「エ」国における肥料の需

要量を示した。しかしながら、事前にある一定量の肥料の需要量が見込まれていても、天候上の理由

により肥料の使用量が減ってしまい、当初計画された需要量よりも落ち込むことがある。一方、肥料

は輸入されてもストックとして持ち越されて実際に使用されるのは翌年になることもある。こうした

事情があるため、必ずしも肥料の需要量や輸入量は使用量を反映しない。肥料使用量の推移について

は表 2-17 に示すとおり、尿素は 1998 年に急増した後に全体として増加方向で推移しており、一方、

DAP は 2004 年から増加方向で推移している。 

                                                      
14 ただし、実際のところ人道・緊急援助については現物供与も行われている。 
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表 2-17 肥料使用量の推移（1995 年～2006 年） 

単位：トン 

年 尿素 DAP 合計
1995 44,411 202,312 246,723
1996 43,269 209,883 253,152
1997 51,808 168,623 220,431
1998 87,976 193,395 281,371
1999 94,919 195,345 290,264
2000 100,562 197,345 297,907
2001 98,057 181,545 279,602
2002 76,329 155,941 232,270
2003 106,394 157,955 264,349
2004 112,105 210,837 322,942
2005 121,735 224,819 346,554
2006 124,561 251,156 375,717  

出典：MoARD 提出資料 

 

 

 「エ」国で肥料の使用が増加傾向にあることの一因は、同国で近年進められている農業普及計画で

は「肥料＋改良種子＋技術指導」を一括りの普及パッケージとして取り扱っていることにある。農業

普及の技術指導を受けたことがある農民の割合は 51.3％15である。 

 州別の肥料使用量を見ると、「エ」国において 1 番多く肥料を使用しているのはオロミヤ州、2 番

目にアムハラ州、3 番目が南部諸民族州である。これら 3 州が「エ」国における肥料の主要消費地で

あり、2005 年の統計ではこれら 3 州で全体の 88％が使用されている。表 2-18 の至近 3 年間の州別肥

料使用量を示すように、「エ」国では肥料の 90％以上が大規模農場や研究施設等を除いた農民によ

って使用されている。 

 

 

表 2-18 州別肥料使用量（2004 年～2006 年） 

単位：トン 

尿素 DAP 小計 (%) 尿素 DAP 小計 (%) 尿素 DAP 小計 (%)
オロミヤ州 45,252 101,571 146,823 (45.46) 54,397 118,454 172,851 (49.88) 53,027 117,548 170,575 (45.40)
アムハラ州 41,027 61,263 102,290 (31.67) 43,255 61,828 105,083 (30.32) 45,972 70,998 116,970 (31.13)
南部諸民族州 6,111 27,270 33,381 (10.34) 4,257 25,814 30,071 (8.68) 5,431 37,523 42,954 (11.43)
ティグライ州 3,438 5,395 8,833 (2.74) 5,889 7,670 13,559 (3.91) 3,880 5,125 9,005 (2.40)
アディス・アベバ - - - - 1,086 1,904 2,990 (0.86) - - - -
ハラール州 20 40 60 (0.02) 60 70 130 (0.04) 220 106 326 (0.09)
ベニシャングル州 239 332 571 (0.18) 108 155 263 (0.08) - - - -
アファ州 - - - - - - - - - - - -
ガンベラ州 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
ディリ・ダワ - - - - - - - - - - - -
ソマリ州 - - - - - - - - - - - -
その他（大規模商業農
園、研究施設等）

16,018 14,966 30,984 (9.59) 12,683 8,924 21,607 (6.23) 16,031 19,856 35,887 (9.55)

合計 112,105 210,837 322,942 (100.00) 121,735 224,819 346,554 (100.00) 124,561 251,156 375,717 (100.00)

2006年
地域名

2004年 2005年

 
出典：MoARD 提出資料 

 

 

                                                      
15 CSA “Agriculture Sample Survey 2005/06”によれば、土地所有農民数は 10,959,023 人、農業普及アドバイ

ス・サービス利用者は 5,626,354 人である。 
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 表 2-19 に示すとおり、農業投入財を使用している耕作地面積の割合は、肥料が 44.3％、改良種子

が 4.0％、灌漑が 0.3％、農薬が 14.1％であり、肥料の割合が最も高い。しかし、「尿素のみ」を使っ

ている耕作地面積は僅か 1.6％であり、より一般的なのは「DAP のみ」（14.5％）を使うか、もしく

は「尿素と DAP」（14.5％）を合わせて使う方法である。 

 また、近年、「エ」国内で尿素と DAP ともに肥料の小売価格が上昇傾向にある。表 2-20 に至近 3

年間の肥料小売価格を示す。 

 

 

表 2-19 農業投入財の使用面積（2005/6 年） 

単位：ha 

全肥料
（有機肥料含）

尿素のみ DAPのみ 尿素+DAP

11,292,572 5,006,026 178,120 1,639,664 1,632,747 449,186 146,871 1,587,765
(44.3%) (1.6%) (14.5%) (14.5%) (4.0%) (1.3%) (14.1%)

8,072,561 4,139,307 156,844 1,493,312 1,553,734 429,536 73,509 1,517,026
(51.3%) (1.9%) (18.5%) (19.2%) (5.3%) (0.9%) (18.8%)

2,246,017 1,319,598 79,160 512,761 621,848 24,712 7,895 622,646
(58.8%) (3.5%) (22.8%) (27.7%) (1.1%) (0.4%) (27.7%)

997,868 445,133 10,172 203,378 86,356 7,814 7,441 155,491
(44.6%) (1.0%) (20.4%) (8.7%) (0.8%) (0.7%) (15.6%)

1,459,540 1,010,007 31,023 437,087 440,620 83,613 6,116 619,880
(69.2%) (2.1%) (29.9%) (30.2%) (5.7%) (0.4%) (42.5%)

1,520,283 895,812 22,640 198,570 339,466 306,576 35,586 31,573
(58.9%) (1.5%) (13.1%) (22.3%) (20.2%) (2.3%) (2.1%)

1,465,181 288,031 11,038 19,054 37,494 5,552 15,596 39,491
(19.7%) (0.8%) (1.3%) (2.6%) (0.4%) (1.1%) (2.7%)

1,292,063 240,281 4,301 74,307 22,077 5,224 3,950 25,299
(18.6%) (0.3%) (5.8%) (1.7%) (0.4%) (0.3%) (2.0%)

796,397 78,295 4,060 23,540 15,713 1,833 1,740 8,739
(9.8%) (0.5%) (3.0%) (2.0%) (0.2%) (0.2%) (1.1%)

117,578 81,159 4,587 17,744 18,952 779 7,307 3,469
(69.0%) (3.9%) (15.1%) (16.1%) (0.7%) (6.2%) (3.0%)

168,836 97,221 2,898 19,677 9,464 813 13,351 8,086
(57.6%) (1.7%) (11.7%) (5.6%) (0.5%) (7.9%) (4.8%)

767,582 355,336 n.a. n.a. n.a. n.a. 37,502 9,596
(46.3%) (4.9%) (1.3%)

77,554 14,428 n.a. n.a. 525 70 9,512 15,550
(18.6%) (0.7%) (0.1%) (12.3%) (20.1%)

灌漑 農薬

全農作物

全穀物

全耕地
面積

肥料

改良種子

テフ

オオムギ

コムギ

メイズ

全イモ類

全永年作物（果樹等）

その他

ソルガム

全マメ類

全油糧種子

全野菜

 
出典： CSA "Agriculture Sample Survey 2005/6" 

 

 

表 2-20 肥料小売価格（2004 年～2006 年） 

単位：Birr 

2004年 2005年 2006年
尿素 271.59 319.30 330.64

DAP 306.77 363.75 379.44  

注：数値は「エ」国内 31 地区における肥料小売価格の平均 
出典：MoARD 提出資料 
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＜農業関連組織制度の状況＞ 

 

 農民の営農を支援する組織・制度として農協組合や農業信用（農業クレジット）事業に関して、以

下に概況を述べる。 

 

①農協組合 

 「エ」国政府は 2002 年に協同組合委員会（Cooperative Commission）を設置し、農協組合の育成を

図っている。現在、同国には大きく単位農協組合（primary cooperative）と連合組合（union）の 2 種

類の組合が各地に組織されている。全国組合連合（cooperative federation）を組織しようとの試みも政

府内にはあるが、現時点では未結成である。 

 単位農協組合は、通常、農民に最も近い位置に組織されており、農業セクターに関わる多様な事業

を実施している。例えば、単位農協組合が実施する事業は、農産物の集荷・加工・貯蔵・販売や、農

業投入財の調達・保管・販売、農家対象の預貯金・農業信用事業等である。一方、連合組合は、複数

の単位農協組合を束ねる役割と、地方政府（郡政府など）と連携する役割も担っている。なお、「エ」

国には小規模農民組合（peasant association: PA）と呼ばれる組織がある。しかし、これは社会主義時

代に形成されたもので行政末端組織としての性格が強い16。 

 こうした農協組合の取り扱う肥料は、直接現金で農民に販売される場合もあるが、農民の現金収入

が低い「エ」国では単位農協組合による農業信用を通しての販売も行われる。農業信用を利用する場

合でも、利用しない場合でも、前述（p.23）の単位農協組合等の公的機関を通して肥料を購入するこ

とが「エ」国では一般的であり、その割合は過半数を超えている。表 2-21 に農民の肥料入手先を示

す。 

 

 

表 2-21 農民の肥料入手先（2005/6 年） 

単位：人 

公的組織 民間企業 商人 その他 合計
オロミヤ州 1,619,050 109,696 403,243 185,458 2,317,447
アムハラ州 649,972 280,744 105,154 252,400 1,288,270
南部諸民族州 396,640 28,160 489,636 0 914,436
ティグライ州 278,513 10,405 5,211 993 295,122
アディス・アベバ 621 402 2,040 1,777 4,840
ハラール州 2,274 0 6,112 0 8,386
ベニシャングル州 11,846 3,592 8,756 1,556 25,750
アファ州 1,614 0 0 0 1,614
ガンベラ州 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
ディリ・ダワ 0 0 0 0 0
ソマリ州 0 0 0 0 0

2,960,530 432,999 1,020,152 442,184 4,855,865
(61.0%) (8.9%) (21.0%) (9.1%) (100.0%)

合計
 

出典： CSA “Agriculture Sample Survey 2005/6” 

 

 

                                                      
16 小規模農民組合（PA）の中心的な活動は、道路・橋建設等のインフラ整備促進、治安維持、税金徴

収等の財務業務補助といったものである。 
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②農業信用 

 「エ」国では、制度上は、農民はフォーマルな金融機関へのアクセスも可能である。しかしながら、

総貸付の大部分を占める 3 大国立銀行が都市部を中心に営業していること、土地所有権が確立してい

ないために農民が金融機関に担保を差し出せないこと等から、こうした銀行のクレジットやローンを

利用することは農民にとって現実的でない。 

 実際に農民が肥料を入手するに際して最も一般的なものは、単位農協組合による農業信用を活用す

る方法である。平均的な農業信用の条件は年利 5.25％、返済期間 6 ヶ月である。「エ」国の主要な耕

作期間は大雨期に重なるが、一般的に農民は毎年 5月～6月頃にクレジットを利用して肥料を入手し、

耕作・収穫・農産物販売を経て、11 月～12 月頃にクレジット返済というサイクルとなる。 

 既に述べた銀行等のフォーマルな金融機関や単位農協組合以外、「エ」国で農民が利用可能なもの

としてマイクロファイナンス機関によるクレジットがある。「エ」国では 1997 年に初めてのマイク

ロファイナンス機関が設立された。その後、1999 年にマイクロファイナンス機関の情報交換や、調

査研究、人材育成を促進するためにマイクロファイナンス機関協会（Association for Ethiopian 

Microfinance Institutions: AEMFI）が組織された。現在、AEMFI 所属のマイクロファイナンス機関は

26 に至っており、3 州（アファール州、ソマリ州、ガンベラ州）を除く全土がカバーされている。2007

年 3 月末時点における全機関の活動実績を合計すると、利用者累計は 150 万人、貸出金額累計は 22.6

億 Birr（約 295.2 億円）である。返済率平均は約 95％ということであった。一般的に借り入れられた

資金は、農業資機材の購入や、小規模事業（手芸品製作・販売等）に用いられている。 

 

５）農業セクターの課題 

 

 「エ」国における農業生産の拠点は、国土の 45％を占める標高 1,500m 以上の地域である。しかし、

この地域を中心に人口が急増し、高い人口圧に起因する無計画な農地開拓、薪炭材・住宅建材のため

の森林過伐、過剰耕作・放牧による土地生産性低下が大きな問題となっている。また、「エ」国にお

いて農業が可能な耕地面積は約 72.8 百万 ha で国土の約 65％を占めるが、実際には砂漠化と繰り返し

起こる干ばつによって既に 2 百万 ha 以上の農地が失われ、他にも数百万 ha の農地が雨季の豪雨によ

る土壌流失や土壌劣化に曝されている。さらに、天水依存型による伝統的農法に頼る農民が多く、農

業生産は降雨量に大きく左右され安定的な食糧供給が困難な状況にある。従って、「エ」国の農業開

発を推し進めるにあたっては、栽培面積の拡大による増産ではなく、現時点で農業生産が行われてい

る地域の収量を増加すること、並びに安定化することで農業生産性を向上することが重要である。 
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２－２ 貧困農民、小規模農民の現状と課題 

 

（１）貧困の状況 

 

＜エチオピアにおける貧困の状況＞ 

 

 「エ」国では、1995/96 年及び 1999/2000 年の「世帯収入・消費・支出調査（Household Income, 

Consumption and Expenditure Survey）」の定義に基づき、以下のように貧困ラインを定義している。 

   1）食糧貧困ライン（Food Poverty） ：2,200 kcal/日 

   2）所得貧困ライン（Consumption or Income Poverty） 

 ：1,075 birr（約 120.6 US$）/年 

 食糧貧困ラインで示されている 2,200 kcal/日は、成人が一日に最低限必要とする「食糧」のエネル

ギーとして算定したものであり、これを下回る食糧摂取状況であれば食糧貧困ライン以下であると判

定される。 

 一方、所得貧困ラインで示されている 1,075 birr とは、成人が 1 年に消費する「食糧」と「非食糧」

の最低ラインを設定し、それを貨幣換算した数値である。「食糧」の最低ラインとは、食糧貧困ライ

ンと同じく 2,200 kcal/日と設定しており、それに相当するエチオピアにおける一般的な食糧の品目の

組み合わせを入手するのに必要な金額を 648birr（約 8,463 円）/年としている。「非食糧」の最低ラ

インとは、社会生活を送るにあたって必要な食糧以外の全ての品目の価格を合計したものであり、

427birr（約 5,577 円）/年としている。 

 上記の方法で設定した所得貧困ラインに基づき、1999/2000 年「世帯収入・消費・支出調査」では

「エ」国全国の平均貧困率を 45.5％と算定している。「エ」国でも地域によって 20％半ばから 50％

後半まで貧困率が異なる。広い農村地域を抱える他州においては、いずれも貧困率が 30％半ば～50％

後半となっている。市街地にあたるアディス・アベバ市やディレ・ダワ市では、他州と比較して貧困

率が低い。表 2-22 に「エ」国の貧困率を示す。 

 

 

表 2-22 貧困率、及び貧困率が高い 5 州（1999/2000 年） 

貧困率（%）

全国 45.5

地域別： ティグライ州 57.9
アムハラ州 56.7
南部諸民族州 56.5
アファ州 51.8
ベニシャングル州 47.6

地域名

 

出典：University of Bath “Poverty in Ethiopia” 
（原資料は Welfare Monitoring Unit “Poverty Situation in Ethiopia”） 
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（２）貧困農民・小規模農民の状況 

 

＜農地利用状況＞ 

 

 「エ」国における農家世帯あたりの農地面積は平均 1.03 ha17であり、多くの農家が小規模な農地で

農業を営んでおり、更に近年は人口増加に伴い農地が細分化される傾向にある（1975 年には農家世

帯あたりの農地面積は平均 1.91 ha18であった）。土地利用面積の分布状況を示した表 2-23 のとおり、

全国平均では農民の 81.6％が 2 ha 以下の農地で耕作している。なお、このように「エ」国では小規

模農地で農業を営む世帯が多いばかりでなく、土地無し農家世帯も 10％存在している19。 

 

 

表 2-23 州別土地利用面積分布状況（2005/2006 年） 

0.50ha未満 0.51～1.00ha 1.01～2.00ha 2.01～5.00ha 5.01～10.00ha 10.01ha以上

全国 29.0% 24.9% 27.7% 16.9% 1.4% 0.1%

地域別：オロミヤ州 22.4% 24.2% 29.1% 21.6% 2.4% 0.3%
アムハラ州 23.1% 22.4% 33.6% 20.2% 0.8% 0.0%
南部諸民族州 47.7% 28.5% 18.1% 5.5% 0.2% 0.0%
ティグライ州 28.8% 30.2% 28.1% 12.2% 0.7% 0.0%
アディス・アベバ 36.5% 9.7% 15.9% 27.4% 8.2% 2.2%
ハラール州 35.1% 39.4% 21.7% 3.8% 0.0% 0.0%
ベニシャングル州 25.1% 22.1% 31.0% 20.4% 1.3% 0.0%
アファ州 56.3% 13.6% 19.0% 9.8% 1.4% 0.0%
ガンベラ州 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
ディレ・ダワ 56.6% 29.5% 12.7% 1.2% 0.0% 0.0%
ソマリ州 35.5% 20.3% 20.2% 20.7% 3.2% 0.0%

地域名

 
出典： CSA “Agriculture Sample Survey 2005/6” 

 

 

 

（３）貧困農民・小規模農民の課題 

 

 「エ」国はアフリカの中でも貧困が厳しい国である。経済開発の程度が低いことに加え、一般的な

社会開発も恵まれた状況にはない（2006 年度の UNDP の人間開発指標において「エ」国は全 177 ヵ

国のうち 170 位）。また、全土の半分近く（約 45％）が耕作可能な地域であることに加え、高い農

業人口就業率（約 80％）を有するにも関わらず、食糧の供給状況は極めて悪く、毎年のように食糧

支援を外国ドナーに要請している。さらに、全人口の約 46％が貧困にあり、首都圏以外の地方では

過半数の者が貧困状態となっている州もある。 

                                                      
17 IDCJ『国別農業・農村開発に係る案件発掘・形成のための執務参考資料 エチオピア連邦民主共和

国 農業・農村開発指針』JICA, 2005 
18 AICAF『エチオピアの農林業』。なお、「エ」国において土地は国家と国民の共有財産であり、国

民に利用権は認められているが、販売や譲渡は認められていない。この土地の利用権により、農民は

耕作地を利用でき、牧畜民は放牧が可能となっている。土地の相続や賃貸は認められている。 
19 AICAF『エチオピアの農林業』。 
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 農村部では 2 ha 以下の農地で耕作する農民が 80％以上を占める。さらに、肥料を使用している耕

作地は全体の半分に至っていない。これらの理由により農業生産性が高いとはいえない状況にあり、

自給するにあたって十分な量の食糧が生産できていない。 

 こうした背景を踏まえ、JICA 国別事業実施計画では、食糧アクセスの脆弱性が貧困問題の中核と

なっている最大の問題と捉えており、この改善にあたっては農業生産の拡大のみならず、農産物の流

通向上を課題として挙げている。 

 農業生産の拡大を達成するには、農業技術の改善が不可欠である。農業技術の改善に必要な施策と

しては、灌漑技術の向上、改良型農業技術の研究・普及、土壌・水源の保全等が挙げられる。それと

同時に、農業生産性を高めるための農業投入財の確保も必要となる。一方、農産物の流通向上という

課題に対しては、インフラ整備を含む流通システムの整備、農産物収穫後の処理改善、市場情報アク

セスの改善といった施策が必要とされる。このような取り組みを通じて、拡大した農業生産と消費が

効率的に結び付けられ、食糧流通が活発化すると同時に農民所得が向上し、「エ」国における貧困農

民・小規模農民の中長期的な食糧安全保障が確立し、貧困も改善の方向に向かうであろうと言える。 
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２－３ 上位計画（農業開発計画／ＰＲＳＰ） 

 

（１） ＰＲＳＰ 

 

＜ＳＤＰＲＰ＞ 

 

 ｢エ｣国の PRSP（Poverty Reduction Strategy Paper：貧困削減戦略ペーパー）は、2002 年 7 月に SDPRP

（Sustainable Development and Poverty Reduction Program：持続発展可能な開発及び貧困削減計画）と

して策定された。これは PRSP の第 1 フェーズの計画として位置付けられており、その対応期間は

2005 年までの 3 年間と設定されていた。貧困削減戦略においては以下の 4 点が基本的な柱として打

ち出されている。 

① 農業開発を牽引力とした工業化の推進 

② 司法制度・行政事務の改革 

③ 地方分権と権限委譲 

④ 政府・民間部門の人材育成 

 

＜ＰＡＳＤＥＰ＞ 

 

 PASDEP（Plan for Accelerated and Sustained Development to End Poverty：貧困を終焉させるための加

速的かつ持続可能な開発計画）は、PRSP の第 2 フェーズの計画として、前述の SDPRP の 3 年間の

実績を踏まえ、2005年～2010年の5年間にかかる貧困削減のための開発計画をまとめたものである。

PASDEP は以下に示す 8 つの成長戦略を掲げているが、とりわけ 1 番目の「加速的な成長の促進」が

最も重要な戦略であると定めている。 

① 加速的な成長の促進 

② 地域事情に合わせた開発方針 

③ 人口増加への対応 

④ 女性のエンパワーメント 

⑤ インフラストラクチャーの拡充 

⑥ リスクや変化への対応力強化 

⑦ ミレニアム開発目標の達成のための状況改善 

⑧ 雇用機会の創出 

 PASDEP では、こうした戦略の下、9 つの分野を取り上げ、それぞれ開発の方針を提示している。

その 9 つの分野とは、農業、食糧安全保障、民間部門開発、輸出、観光、鉱工業、インフラストラク

チャー、保健、教育である。 

 農業セクターの開発方針では、具体的に以下のような 7 つの分野を重点事業に挙げている。 

① 改良種子 

② 土壌肥沃度 

③ 害虫防除 
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④ 家畜・獣医サービス 

⑤ 農業研究・普及 

⑥ 水資源管理・灌漑 

⑦ 農業市場組織・制度 

 上記の重点分野のうち、特に 2KR による肥料供与に直接関連する分野は②土壌肥沃度である。

PASDEP の説明では、農地の土壌肥沃度を改善するため、特に尿素と DAP の供給拡大を目指すとし

ている。2010 年までの双方を合計した供給量の目標値は 82 万トン/年である。 

 

（２）食糧安全保障計画 

 

 2003 年に「エ」国政府と各援助機関から構成される食糧安全保障連合（New Coalition for Food 

Security）により「食糧安全保障計画（Food Security Programme）」が策定された。この計画は、繰り

返し食糧不足問題を抱える同国の事情を背景として、策定時から 5 年目となる 2008 年までに、恒常

的に食糧不足に直面する 500 万人に食糧の安全保障を確立することを目指している。 

 また、この食糧安全保障計画を補完するため、「自主的再定住プログラム（Voluntary Resettlement 

Programme）」及び「生産活動のためのセーフティネット・プログラム」が策定された。「自主的再

定住プログラム」では、食糧安全保障が確立されていないと判定された地区の住民が、世帯毎の希望

に基づき、政府の補助（土地 2 ha と補助金）を受けて同一州内に限り移住が認められるというもの

である。2003 年～2006 年にかけて実施され、44 万世帯（220 万人）が対象となった。一方、「生産

活動のためのセーフティネット・プログラム」は、それまで一般的だった食糧配布に代えて、道路補

修や施設整備等の公共事業に労働力を提供した世帯に現金（cash for work）を渡して食糧購入の補助

を行う、もしくは直接的に食糧（food for work）を渡すものである。この対象は、恒常的に食糧不足

に直面する 500 万人であり、このプログラムではカバーできない不測の事態が起きた場合には緊急食

糧援助で対応することとしている。 

 

（３）上位計画と 2KR の整合性 

 

 「エ」国の PRSP 第 2 フェーズである PASDEP では「加速的な成長の促進」が最も重要な開発戦

略であるとしており、その中に農業セクターが含まれている。農業セクターの重点事業分野の一つと

して土壌栄養の改善が掲げられており、PASDEPにおいては農地の土壌栄養改善のために尿素とDAP

の供給増加を目標にすると述べられている。2KR による肥料供与は、こうした「エ」国政府の政策

的目標に合致するものである。さらに、繰り返し食糧不足に直面する｢エ｣国において、農業生産力の

向上による食糧増産を目指すことは「エ」国政府が取り組む最優先課題の一つであり、それを実現す

るために肥料の供与は有効な支援であるといえる。 
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第３章 エチオピア国における２ＫＲの実績、効果及びヒアリング結果 

 

３－１ 実績 

 

 ｢エ｣国に対する我が国の 2KR 援助は、1981（昭和 56）年度に開始され、2005（平成 17）年度

までに 20 回にわたり実施された。これまでの供与累計額は 140.48 億円である。これまで実施さ

れた 2KR 案件における供与合計金額を表 3-1 に示す。過去 5 カ年度分の調達品目は肥料、農薬、

農業機械であり、いずれも主要穀物であるテフ、メイズ、ソルガムおよびコムギ等の収量増加が

目的となっていた。今回の 2KR における要請品目である肥料は、2000（平成 12）年度以降毎回

2KR 案件で調達されており、その品目としては尿素のみである。 

 

 

表 3-1 「エ」国に対する 2KR 援助実績 

単位：億円 

年度
2000年まで
の累計

2001 2002 2003 2004 2005 2006 累計

EN額 127.00 5.00 --- --- 4.00 4.48 --- 140.48  

出典：外務省ホームページ 

 

 

３－２ 効果 

 

（１）食糧増産面 

 

 第 2 章で述べたように、「エ」国では農地の拡大による増産ではなく単収を増加させることが

食糧安全保障の観点から重要視されている。2KR で調達された肥料は、「エ」国農地の単収を増

加させることで食糧安全保障に資することを目的として供与されている。 

 MoARD によれば、肥料供給による食糧生産性における効果を示すことはできるものの、2KR

だけに絞って直接的な食糧増産効果を定量化することは非常に困難とのことである。その理由は、

2 章で説明したように、2KR 以外にも肥料の調達ルートは存在しているためである。さらに、「エ」

国で一般的な肥料の調達ルートは MoARD の入札を通した肥料輸入によるものであり、全体的な

肥料輸入量に占める 2KR 肥料の割合は僅か数％にしかならないこと、並びに 2KR 肥料を配布す

る AISE は 2KR 肥料を他の肥料と区別せずに取り扱っていることが挙げられる。こうしたことか

ら 2KR 肥料のみの効果を抽出するのは難しいとのことである。加えて、食糧増産効果を図る指標

として、食糧作物の生産量の増加、単収の増加、耕地面積の増加、食糧自給率の向上などが挙げ

られるが、食糧増産は農業資材の投入の他に、気象条件や、灌漑施設の整備など他の様々な要因

に左右されることが挙げられる。特に、多くの農家が小規模な農地で天水依存の伝統的な農業を

営んでいる「エ」国の現状に鑑みると、農業生産は降水の有無で大きく左右されるため、そうし

た事情を踏まえた上で 2KR 肥料の効果のみ抽出するのは大きな困難を伴う。 

 その一方で MoARD は、施肥を行うことの効果については、MoARD 職員が定期的に実施して
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いるフィールド・モニタリングによって確認されているとしている。その確認の結果を表 3-2 に

示す。同表のデータにおいて、施肥した場合として取り扱われている数値は、尿素と DAP の双方

を施肥した場合のものである。 

 また、表 2-17 において「エ」国では年を経るごとに肥料の使用量が増加していることを示して

おり、2001 年～2005 年の 5 年間を見ると肥料（尿素と DAP）使用量の年平均増加率は 4.0％であ

る。一方、表 2-7 のデータを用いて、今回案件の対象作物である 5 つの作物の同じ 5 年間に係る

年平均の作物収量増加率を計算すると 6.1％となる。表 3-3 に肥料使用量と作物収量の増加率を示

す。これらのデータから「エ」国では全国レベルで肥料（尿素と DAP）使用量が増加すると同時

に、5 作物の収量も増えていることが明らかである。 

 このように、施肥により収量が上がる効果があることが MoARD によるフィールドでのモニタ

リングにより確認されている。併せて、全国レベルで肥料の使用量が増加していること、それに

伴い主要作物の生産性が向上していることも統計により確認できる。 

 

 

表 3-2 施肥効果 

作物名
無施肥の場合の
収量 (トン/ha)

施肥（尿素+DAP）の場合の

収量 (トン/ha)
テフ 7 15

メイズ 14 21
ソルガム 15 22
コムギ 10 22

オオムギ 11 22  

出典：MoARD 提出資料 

 

 

 

表 3-3 「エ」国全体における肥料使用量と作物収量の増加率 

年平均増加率
（2001年～2005年）

肥料（尿素とDAP）使用量 4.0%
収量：5作物平均 6.1%
　　　　　テフ 4.1%
　　　　　メイズ 7.6%
　　　　　ソルガム 4.9%
　　　　　コムギ 5.8%
　　　　　オオムギ 8.3%  
出典：肥料（尿素と DAP）使用量は MoARD 提出資料、 
 作物収量は CSA “Agricultural Sample Survey” 

 

 

 

（２）貧困農民・小規模農民支援面 

 

 「エ」国に供与されている 2KR 肥料は AISE により各地方に分配されているが、AISE は主な農

産物生産地域にだけ肥料を配布しているわけではなく、アクセスが不便で農業生産性が低い地域

にも肥料を配布している。表 3-4 において、MoARD から入手した肥料需要予測に関するデータと、
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AISE から入手した肥料配布実績のデータを並べて表示した。「エ」国では完全な民間肥料輸入企

業は存在せず、民間企業としての形態を取っている団体は実際のところ特定の州政府と繋がりが

あり、その繋がりのある州内にだけ肥料を供給しているということが、今回の現地調査の聞き取

りを通じて明らかになった。他方、AISE は表 3-4 に示されるように民間企業が肥料を供給してい

ないようなアクセスの不便な地域にも肥料を供給していることがわかる。このように AISE がア

クセスの悪い地域に肥料供給するのは肥料市場及び肥料価格の安定化という役目を負っているた

めであるが、時には遠隔地に配布するために売却損を出すこともあるとのヒアリング結果であっ

た。アクセスの悪さは、農業投入財の入手面のみならず、農作物の販売においても農民を厳しい

立場におくことから貧困の一要因となっている。しかしながら、このような地域に対しても 2KR

肥料が AISE を通して配布されており、「エ」国の貧困対策に貢献している。 

 

 

表 3-4 肥料需要予測と AISE 肥料配布量実績の比較 

単位：トン 

尿素 DAP 小計 (地域間%) 尿素 DAP 小計 (地域間%)
オロミヤ州 100,000 160,000 260,000 (43.33) 17,575 16,973 34,548 (24.74)
アムハラ州 94,000 102,000 196,000 (32.67) 37,342 32,170 69,512 (49.77)
南部諸民族州 18,000 30,000 48,000 (8.00) 758 4,449 5,207 (3.73)
ティグライ州 12,000 18,000 30,000 (5.00) 1,628 4,262 5,890 (4.22)
アディス・アベバ 670 1,120 1,790 (0.30) 0 0 0 (0.00)
ハラール州 200 200 400 (0.07) 220 150 370 (0.26)
ベニシャングル州 200 400 600 (0.10) 195 472 668 (0.48)
アファ州 - - - - 0 0 0 (0.00)
ガンベラ州 - - - - 0 0 0 (0.00)
ディレ・ダワ - - - - 0 0 0 (0.00)
ソマリ州 - - - - 0 0 0 (0.00)

地域別合計 225,070 311,720 536,790 (89.47) 57,719 58,476 116,194 (83.20)

その他（大規模商業農
園、研究施設等）

34,930 28,280 63,210 (10.54) 8,615 14846.1 23,461 (16.80)

合計 260,000 340,000 600,000 (100.00) 66,333 73,322 139,655 (100.00)

肥料需要予測
（2006年）

AISE肥料配布量実績

（2006年7月～2007年6月）

 

出典：肥料需要予測は MoARD 提出資料、AISE 肥料配布量実績は AISE 提出資料 

 

 

 多くの農民が肥料を購入するためにクレジットを利用している。2 章で述べたようにクレジッ

トには 2 つの系統があり、1 つは農協組合によるもの、もう 1 つはマイクロクレジット組織によ

るものである。「エ」国では一般的に小規模農家が多く、各世帯から産出される余剰農産物が多

くない上に、地方インフラが未整備で農産物の販路が発達していないことから、農産物販売も難

しい。こうした状況下において農民は現金収入を得るのが難しい状況にはあるが、彼らがクレジ

ットを利用して肥料を購入するための環境が整えられている。こうしたクレジットを利用して

2KR 肥料が入手されれば、2KR 肥料による小規模農民への更なる裨益効果が期待できる。 
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３－３ ヒアリング結果 

 

 今般の現地調査において各関係機関に対して聞き取り調査を行った結果は以下のとおりである。

いずれの関係者からも、我が国の 2KR は、｢エ｣国においてニーズが高く、また｢エ｣国の食糧安全

保障の上で重要な位置を占めていることが強調された。また「エ」国では、農民のほとんどが 2

ヘクタール以下の耕地で農業を営む小規模農民であり、2KR 肥料は市場を通してこうした農民に

広く販売される体制にあることが確認された。 

 

（１）裨益効果 

 

 「エ」国政府は国家開発計画において食糧生産性の向上を大きな目的の一つに掲げており、そ

の手段の一つとして肥料供給量の増加を挙げている。MoARD は、年々増え続ける肥料使用を補

完するものとして 2KR 肥料がその一助になっていると評価している。また、「エ」国での食糧生

産の状況は、表 3-3 で示したように、全国レベルにおいて肥料使用の増加に合わせた形で食糧収

量も増えていることが明らかであり、食糧安全保障が国家の最重要課題となっている同国におい

ては確実に効果を上げていると言える。 

 さらに、前述したように「エ」国に供与されている 2KR 肥料は AISE によりアクセスが不便で

農業生産性も低い地域にも肥料を配布している。「エ」国で民間企業としての形態を取っている

団体は、その繋がりのある州内だけに肥料を供給している。しかしながら、AISE は肥料需要に応

じるような形で民間企業が肥料を供給していない地域にも肥料を供給している。このように肥料

流通が不活発な地域においても、2KR を通して農民が肥料を入手することが可能な状況が作り出

されていることで収量増加に貢献していると言える。また、そうした地域では一般に経済活動も

活発でないことが多く、その農民が 2KR 肥料を手に入れられることは貧困農民支援の視点からも

大切であろう。 

 また、表 3-4 に示したように「エ」国では一般の農民が大部分の肥料を使用しているが、この

ことは、前回と今回の 2KR 現地調査における農民や農民組合連合、単位農協に対する聞き取りで

も確認された。表 3-4 が示すように 2KR 肥料の過半数はオロミヤ州・アムハラ州に販売され、両

州においても農民が 2KR 肥料を利用していると考えられる。他方、前述の表 2-8 が示すように「エ」

国においてこの両州は突出した農産物生産量を上げている。両州における高い農業生産量の一部

には当地の農民が利用した 2KR 肥料による農産物生産に係る増産効果も含まれているであろう。

よって、2KR 肥料の供与による「エ」国の裨益効果として、同国における中心的な農業生産地域

における農業生産物の増産を通した食糧安全保障への貢献も述べることができる。 

 

（２）ニーズ 

 

 2008 年の肥料国内需要量は 53 万トン（尿素 18 万トン、DAP35 万トン）である。また、前述し

たように 2001 年～2005 年の「エ」国内における肥料使用量は年平均 4.0％で増加している。肥料

使用量が増加している理由は、「エ」国の開発方針として作物の収量を上げることを目的の一つ

として掲げていること、並びに普及パッケージの中で肥料が奨励されているためである。農業の

生産性を高めることが重要である中で、これまで伸び続けてきた肥料の需要に対する供給を補完

するという点において 2KR による肥料供与の貢献は非常に大きかったとの認識から、MoFED は
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2KR の継続的な実施を望んでいる。 

 今回の 2KR 現地調査においてヒアリングした農業普及員の話によれば、その農業普及員が従事

する村ではほとんどの農民が肥料を用いているが、慣例として推奨されている施肥基準に則って

肥料を用いる農民は肥料使用者の 20～30％で、肥料使用者の 70～80％は施肥基準以下で肥料を用

いている。表 2-7 で対象作物 5 作物の栽培面積を示したが、この全栽培面積（約 769ha）に施肥基

準どおりに施肥するには約 115 万トンの肥料が必要となる。しかし、2008 年の肥料国内需要量は

53 万トンであり、約 115 万トンの約半分しか需要として見込まれていない。これを踏まえると、

実際に農場レベルでは施肥基準以下の肥料しか使わない農民が多数いると考えられる。 

 また、前回の 2005 年度 2KR 現地調査において、MoARD から、人口の増加に対応する食糧の増

産が急務となっている一方で、国境を超えて襲来する害虫の被害も発生しているため農薬の使用

は避けられないのが現状との見解から、2KR による農薬供与の可能性を訊かれたが、当時は 2KR

による農薬供与を中止する方針を理解し、今後は同省の活動に必要となる農薬を同省の予算にて

手当てするとの話があった。そうした経緯がありながらも、今回の 2007 年度 2KR 現地調査にお

いても農薬供与の可能性について改めて確認を受けた。2005/6 年度の農業統計では防虫剤・殺菌

剤・除草剤といった農薬で解決できる事態が 26％の農民の営農上の問題として指摘されているこ

とからも、MoARD の農薬供与への関心の高さが窺える。 

 

（３）課題 

 

 「エ」国における農業分野の課題を総合的に述べれば、繰り返し発生する食糧不足に備えて食

糧安全保障を確立すること、そのために農業生産性を向上すること、並びに農業生産性を高める

中で農業産品の輸出競争力を増して国家全体の経済成長に役立てることと言える。 

 2KR で供給される肥料は AISE が一手に「エ」国内で引き取ってきた。そして、肥料市場・価

格の安定化という AISE 自身の活動目的に沿って、遠隔地域を含む各地域へ肥料供給してきた。

しかしながら、多くの農民が充分な量の肥料を受け取ってはいない。上述の農業普及員によれば、

これは農民の購買力が低いことが一番の問題である。「エ」国の一人あたり GNI は 160US$（2005

年）であり、その数値は他の多くのアフリカ諸国よりも低い。加えて、世銀と UNDP の出資によ

る 2005 年の「エ」国対象の参加型貧困調査でも、「エ」国農民の現金収入の低さが問題として指

摘されており、農民の現金収入向上が大きな課題である。 

 現金収入の低さが一因となり多くの農民がクレジットを利用して肥料を購入している。今回の

フィールド調査で 2 つの農業組合連合に聞き取りする中でも、多くの農民がクレジットを使用し

て肥料を入手していることを確認できた。多くの農民にとってはクレジットに依存するしかない

のが現実であるが、更に貧しくて小額の現金を捻出することが難しい農民は肥料の入手のための

クレジットの利用も差し控えるという指摘もある20。前回の 2KR 調査において、MoARD は将来

的に農民がクレジット制度を脱却することが可能な状態にしたいと表明している。これを達成す

るには、農民の現金収入増加を促進する方策が必要である。 

 他方、農協の連合組合が自ら肥料を輸入するケースが増えつつある。2006 年には MoARD の入

札を通して 8 つの連合組合が肥料を輸入した。この背景には、農民組合の能力強化の一環として

州政府が連合組合を後押ししているという事情がある。しかし、2007 年には連合組合が入札で落

                                                      
20 AICAF『エチオピアの農林業』。 
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札するケースが減り、AISE がシェアを伸ばしたという。これは未だ農民協同組合連合が安定的に

能力を発揮し維持する状態には至っていないことを示唆している。今回のフィールド調査で聞き

取りした連合組合は、MoARD の入札に参加するには自分たちが能力不足であると感じており、

未だ入札への参加経験を持っていない。これらのことから、農民にとって肥料入手ルートを増や

すためにも、連合組合の能力向上のための支援は必要である。 

 2KR 肥料は農業生産性の向上のために供与されているが、「エ」国の普及パッケージにも含ま

れているように農業生産性の向上には灌漑施設や改良種子も重要な要素である。「エ」国では農

業が天水に大きく依存しているため、たとえ肥料が食糧増産に有効であっても、灌漑施設等を通

して水分が適切に作物に与えられなければ食糧増産には繋がらない結果にもなり得る。「エ」国

における灌漑施設整備の立ち遅れは政策資料にも記載されているし、今回のフィールド調査でも

認められた。また、肥料への反応は種子によって異なるため、より適切な種子を調達する必要性

もある。改良種子普及の必要性は、技術協力プロジェクトの専門家もヒアリングの際に指摘して

いた。既に表 2-19 で示したように、「エ」国では灌漑施設や改良種子の普及率は低い。更なる農

業生産性の向上を目指すには、肥料のみならず灌漑施設や改良種子の普及率を高めることが避け

ては通れない課題である。 

 農民による農業投入財の入手状況を改善するためには、物流システムを含むインフラ整備も不

可欠である。物流システムが未整備であるため、遠隔地では農業投入財の価格も高くなるばかり

か、輸送に伴う難しさやリスクが発生する。さらに、肥料の場合、遠隔地への肥料供給に AISE

以外の団体が参入しないという事情がある。一方、物流システムの未整備は農作物の販売や流通

にも支障を与える。これより、農民の農作物販売を難しくして、現金収入機会を減らすことにも

繋がる。こうした物流システムの未整備に対処するため、「エ」国ではノンプロ無償事業による

見返り資金のうち 9億円を活用して 2008～2011年にかけて道路整備プロジェクトを実施すること

を計画しているが、このプロジェクトの対象地域のみならず、将来的には国土全域にまで至るよ

う取り組むことが「エ」国政府の課題として挙げられる。 

 また、2KR 肥料は市場を通して広く農民に販売される体制にあることが確認されており、小規

模農民への裨益効果は認められるものの、農民の中には英文で書かれた肥料袋の表示を読むこと

が出来ず、自分自身が 2KR 肥料を使っていることを認知していない者もおり、今後の広報のあり

方について改善が求められる。 
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第４章 案件概要 

 

４－１ 目標及び期待される効果 

 

 上位計画である PASDEP で記載されているとおり、穀類の目標生産量を達成するには、肥料の使

用量増加が不可欠であり、2009/10 年までに、肥料 820,000 トン（内、DAP470,000 トン、尿素 350,000

トン）が必要になると見込まれている。2KR は食糧増産を目指した PASDEP の実施に直接的に寄与

し、年々増加していく農民の肥料需要に応えるものである。また、国全体としての食糧増産だけでな

く、生産性が高まり、農家の所得が向上することで、貧困削減に貢献することが期待されている。 

 

４－２ 実施機関 

 

 2KR の要請機関は MoFED であり、実施監督機関は MoARD である。MoARD において対外的な窓

口となり実施を総括する部局は MoARD 企画計画局（PPD）であり、「エ」国全体の化学肥料の流通

を所掌しているのは、MoARD 農業資機材流通局（AIMD）である。 

2KR で調達される肥料について、通関、引取、販売は、AISE に委託されており、同公社が FOB

の 2 分の１にあたる金額を MoFED の保有する 2KR 専用見返り資金口座に振り込んでいる。外部監

査実施責任機関は、MoFED である。見返り資金の使途についても MoFED が窓口となり日本大使館

と協議している。  

 図 4-1 に実施監督機関である MoARD の組織図を、表 4-1 にその予算（経常予算）を示す。予算か

らもわかるように、MoARD/AIMD では本案件を自力で行うに十分な資金はない。 

見返り資金管理およびその使用については MoFED が、調達資材の配布については AISE が実質的

な業務を担っているところ、図 4-2 に MoFED の組織図、図 4-3 に AISE の組織図も併せて示す。 

「エ」国において、上述のとおり、それぞれの段階において、三機関（MoFED、MoARD および

AISE）が 2KR に係る業務を分担しているが、過去の 2KR においても、この体制は機能しており、

問題は発生していない。 
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大臣 

監査局 

法務局 

広報室 

女性局 

行政改革室 

食糧安全保障室

計画・管理・財務調整室

企画計画局

総務局

財務局

調達・資産管理局

副大臣（農業マーケティン
グ担当） 

副大臣（農業開発部門担当） 

副大臣（天然資源部門担当） 
 

コーヒー品質管理入札・綿
花マーケティング局

コーヒー・茶・香辛料
開発局 

Menagesha Suba 自然人工林開発センター

農産物マーケティング促進局農業マーケティング情報
サービス局 

農産物品質改善検査局

農業資機材流通局 

園芸・生花開発局 畜産・水産資源開発局

国立人口受精センター 国立ツェツェバエ研究管理センター 

家畜衛生局 作物防除局 

農業普及・技術職業教育
訓練開発局 

作物開発局

ウォーターハーベスティング・小規模灌漑・村
落インフラ開発局 

野生生物開発保護局 森林・土地利用・土壌保全開発局

予算調整・モニタリング・評価
チーム 

計画調整・モニタリング・評価
チーム 

政策立案・評価チーム

データ処理チーム

計画モニタリング・評価局

セーフティネット・他食糧安全保障
計画局 

倉庫管理・クレジット管理規則局 

生態系保護協
会  

国立獣医センター 

村落エネルギー普及開発センター

共同組合庁 種子公社 穀物取引公社

災害防除準備委員会 

農業研究機構 

財務調整ユニット 

農業資機材品質管
理局

国立土壌研究センター 

 
 

出典：MoARD 資料 

図 4-1 MoARD 組織図 
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表 4-1 MoARD 予算（経常予算） 

単位：Birr 2007 年 9 月 5 日現在 1 Birr=12.71 円 

項目/年 2003/04 2004/05 2005/06 

ウォーターハーベスティング、小規模灌漑、村落インフラ開

発局 

376,000 443,300 503,800

森林・土地利用・土壌保全開発局 563,200 773,700 948,300

野生生物開発保護局 1,525,200 1,652,500 2,087,800

Menagesha-suba 自然人工林開発センター 1,959,000 1,952,800 2,565,300

作物防除局 1,528,000 4,735,500 5,252,400

作物開発局 580,200 924,100 1,290,800

コーヒー・茶・香辛料開発局 308,500 324,500 441,200

園芸・生花開発局 294,900 315,400 484,900

畜産・水産資源開発局 844,400 1,207,800 1,163,900

家畜衛生局 3,422,200 4,663,900 4,708,800

国立ツェツェバエ研究管理センター 1,146,700 1,275,700 1,330,440

国立人口受精センター 2,612,100 2,899,700 4,340,700

農業振興および技術職業教育訓練開発局 15,906,900 16,313,500 20,904,800

農業マーケティング情報サービス局 562,600

農産物促進局 681,900

農産物マーケティング局. 2,764,200

農産物品質改善検査局 

4,237,600 3,930,000 

378,700

農業資機材流通局 390,200 518,600 581,700

農業資機材品質管理局 1,138,100 549,900 689,600

倉庫管理・クレジット管理規制局 - 254,400 399,800

コーヒー品質管理入札・綿花マーケティング局 - 2,016,700 2,764,300

計画・管理・財務調整室 21,145,600 19,370,700 22,070,000

監査局 166,100 255,400 281,400

法務局 142,100 144,100 173,200

女性局 131,500 142,800 164,300

行政改革室 310,500 429,000 547,700

広報室 762,900 677,200 1,033,400

食糧安全保障部 924,800 981,500 1,195,700

MoARD 予算合計 (a) 60,416,700 66,752,700 80,311,600

国家予算 (b) 8,140,000,000 15,853,904,549 9,497,735,500

国家予算に MoARD 予算が占める割合 （a/b） 0.74% 0.42% 0.85%

出典：Federal Negarit Gazeta 2005/06 
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大臣

法務室

マクロ経済施策およびマ
ネージメント局

開発計画および研究局

広報情報局

女性局

中央会計局

財務局多国間援助局

二国間援助局

人口局

開発プロジェクト査定局 政府資産管理局

検査局借款管理局

情報システムマネージメ
ントセンター

図書および書類 経済セクター予算局

社会一般サービス予算
局

政府調達庁エチオピア地理庁中央統計庁 公社信託評議会

副大臣
（財務担当）

副大臣
（経済協力）

支出管理改革プログラム
協調局

合同予算局

副大臣
（開発施策計画担当）

人事管財局

戦略計画マネージメント支援
室

財務局

監査室

 

出典：MoFED資料 

図 4-2 MoFED 組織図 

 

 

中央支店 西支店 南支店北東支店北西支店

管財課 オペレーション課 倉庫課

東支店 ティグライ支店

人事課
販売マーケット調

査課
調達販売トランジッ

ト課
一般会計課 価格在庫予算課

輸送部

計画プログラム室

商務部 財務部 総務部

民営化公社管理庁

ゼネラルマネージャー

評議会

法務室

監査委員会

監査局

行政改革プログラム室

倫理室

 

出典：AISE 資料 

図 4-3 AISE 組織図 
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４－３ 要請内容及びその妥当性 

 

（１）対象地域 

 

 詳細は表 4-4 で後述するが、肥料は「エ」国全域で需要がある。2KR 肥料を全面的に取り扱って

いる AISE では、肥料の地域的需給バランスを考えながら販売しており、政府の指示に従い、肥料不

足地域へ販売する役割も担っている。2KR 肥料も需給調整に使用される予定であることから、「エ」

国全域を対象とすることは妥当である。 

  

（２）対象作物 

  

  「エ」国における主要穀物は、テフ、メイズ、ソルガム、小麦、大麦である。PASDEP において

も、2005/06 年時点で 1,162 万トンの穀類の総生産量を 2009/10 年までに 3,225 万トンにすることが目

標とされている。また、成人一人当たりの一日のカロリー摂取量は 1,581.51 kcal（FAOSTAT）であり、

必要とされる 2,000～2,200 kcal にはほど遠く、食糧安全保障の観点からも大幅な穀類増産が望まれて

いる。したがって、テフ、メイズ、ソルガム、小麦、大麦は、2KR の対象作物として妥当である。 

 

（３）要請品目・要請数量 

 

要請品目、要請数量を表 4-2 に示す。 

 

 

表 4-2 要請品目、要請数量 

要請品目 数量 

尿素 46％ 20,000 トン 

 

 

①要請品目の妥当性 

「エ」国で主に流通している化成肥料は DAP と尿素である。1970 年代には農業省（現 MoARD）

は、ha あたり DAP100kg の施肥を指導してきた。一方で、研究者間では ha あたり DAP100kg に加え

尿素 50kg の施肥を唱えてきた。1988～1991 年に行われた施効調査で、DAP と尿素の双方の必要性が

証明され、それに基づき「エ」国政府と我が国の NGO である SG2000 の共同プロジェクト（1993～

1997 年）では ha あたり DAP100kg、尿素 100kg を推奨した。しかし、実際の施肥量は地域毎、作物

毎に農民がそれぞれ自分の経験を生かしながら、また農業普及員の指導を仰ぎながら決めているよう

である。なお、2006 年時点の「エ」国全体の年間消費量について、DAP 対尿素は約 2：1 の割合であ

るものの、肥料全体の需要が高まるのに応じ、尿素の消費量も伸びている（表 4-3 参照）。 
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表 4-3 肥料消費量変遷 

                      （単位：トン） 

年 DAP 消費量 尿素消費量 肥料消費量合計 
2002 155,941 76,329 232,270 
2003 157,955 106,394 264,349 
2004 210,837 112,105 322,942 
2005 224,819 121,735 346,554 
2006 251,156 124,561 375,717 

出典： MoARD 資料 

 

 

尿素は水に溶けやすい速効性の窒素質肥料（N46%）である。成分の尿素態窒素は土壌中でアンモ

ニア態窒素（NH4-N）に変わり、さらに畑の表面で酸化されると速やかに硝酸態窒素（NO3-N）に変

わって作物に吸収される。尿素は一般的に穀物生産に必要な基本肥料として位置づけられている。 

 上述のとおり、尿素が一般的に使用されていること、また穀物生産に必要な基本肥料であることか

ら同品目は妥当と思われる。 

 なお、「エ」国で使用されている肥料は DAP と尿素の 2 種類があるが、本案件での要請品目が尿

素のみであるのは、尿素が DAP に比べ安価な肥料であり、限られた資金を有効に使うため、また貧

困層も購入しやすいと考えられているためである。 

 

②要請数量の妥当性 

 「エ」国において、毎年、農業普及員・MoARD 地方事務所がエンドユーザーレベルで肥料の年

間需要に関する情報を収集しており、それが MoARD/AIMD に報告され、国全体の年間需要量を積算

している。2007 年 10 月～2008 年 9 月分の小規模農民向け尿素需要を 167,000 トンと算出しており（表

4-4 参照）、そのうちの 20,000 トンを今次要請数量とした。なお、表 4-4 にはその他として商業ベー

スや大規模農場用の肥料が「エ」国全体の需要量として組み込まれているが、2KR の肥料は、平成

17 年度 2KR 肥料配布先（表 4-5）で後述するが、大規模農場等には販売されておらず、主に組合連

合を通した小規模農民の需要に対応するものとして「エ」国では取り扱われている。 

なお、「エ」国での輸出産業であるコーヒー栽培には、有機肥料しか使わないため、表 4-4 で示す

需要量には含まれていない。 
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表 4-4 化学肥料需要量（2007 年 10 月～2008 年 9 月） 

（単位：トン） 

地域 DAP 需要量 尿素需要量 肥料需要量合計 
アムハラ州 95,036 76,668 171,704 
オロミヤ州 16,100 69,000 23,000 
南部諸民族州 45,227 12,443 57,670 
ティグライ州 11,188 6,306 17,494 
ソマリア州 180 120 300 
ベンシャングル州 1,494 433 1,927 
アディス・アベバ市 819 819 1,638 
アファール州 20 20 40 
ガンベラ州 371 156 527 
ディリ・ダワ州 65 35 100 
ハラリ州 600 1,000 1,600 
小規模農民用小計 316,000 167,000 483,000 
その他（商業農業、大
規模農場） 

34,000 13,000 47,000 

合計 350,000 180,000 530,000 

出典：MoARD 資料 

 

肥料需要量を対象作物の推定作付面積（8,139,032 ha）（Central Statistical Agency, Crop Production 

Forecast Sample Survey 2006/07）と一般的な施肥量（DAP 100kg/ha、尿素 50～100kg/ha）21から判断す

ると、同需要量はかなり少なく、農民の購買力を反映した結果であろう。 

一方、前述のとおり、PASDEP においては 2009/10 年までに、1 年間あたり肥料 820,000 トン（内、

DAP470,000 トン、尿素 350,000 トン）が必要になると見込んでおり、年々需要量は高まると予想さ

れている。 

また、2KR 要請量は「エ」国肥料流通量の 5％程度のシェアであり、市場に負の影響を与える

程ではなく、急速に高まっている需要に応えるものである。 

上述のとおり、「エ」国において、エンドユーザーの需要量が現時点での農民の購買力を勘案

し積み上げられていること、上位計画 PASEDP の方針とも合致していること、要請数量は需要

の高まりに対応するものであり市場に大きな影響を与えるものではないことから、要請数量は妥

当と思われる。 

 

③対象作物の妥当性 

 「エ」国における主要穀物は、テフ、メイズ、ソルガム、小麦、大麦である。PASDEP においても、

2005/06 年時点で 1,162 万トンの穀類の総生産量を 2009/10 年までに 3,225 万トンにすることが目標と

されている。また、成人一人当たりの一日のカロリー摂取量は 1,581.51 kcal（FAOSTAT）であり、必

要とされる 2,000～2,200 kcal にはほど遠く、食糧安全保障の観点からも大幅な穀類増産が望まれてい

る。したがって、テフ、メイズ、ソルガム、小麦、大麦は、2KR の対象作物として妥当である。 

                                                  
21 1993 年以前に研究者間で唱えられていた施肥量は尿素 100kg/ha、DAP50kg/ha、「エ」国政府と SG2000

の共同プロジェクト（1993～1997 年）での推奨施肥量は尿素 100kg/ha、DAP100kg/ha である。また、

農民に対するヒアリング結果も踏まえ、一般的な施肥量は、DAP 100kg/ha、尿素 50～100kg/ha）と判

断した。 
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（４）ターゲットグループ 

 

 ターゲットグループは小規模農家である。 

 「エ」全国の平均耕地面積は 1.31ha（Agricultural Sample Survey 2005/2006, Central Statistical Agency）

である。経営規模 2.0ha 以下の小規模農家は全農家数の 82%を占め、同小規模農家の穀類栽培面積は

「エ」国総穀類栽培面積の 55％（Agricultural Sample Survey 2005/2006, Central Statistical Agency）に相

当する。 

 

（５）スケジュール案 

 

 農民はタイムリーに肥料が入手できることを切望している。 

 図 4-4 に対象作物であるテフ、メイズ、ソルガム、コムギ、オオムギの栽培カレンダーを示す。 

「エ」国での穀類の作付けは 3～4 月に始まるため、同時期以前に肥料が到着していることが最適

であるが、通常 E/N から入札までに 3 ヶ月、発注から到着まで 3 ヶ月かかることを考慮すると、遅

くとも「エ」国における最重要穀物であるテフの施肥に間に合わせるべく、2008 年 5 月以前に到着

することが望まれる。 

 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

テフ △● ○▲ ◎◇

メイズ ○ ▲ ◎◇ △●

ソルガム ○ ▲ ◎◇ △●

コムギ △● ○ ◎◇

オオムギ △● ○ ◎◇

　　　　　凡例：耕起△　　　施肥●　　　播種○　　　防除▲　　　収穫◎　　　脱穀◇  
出典：MoARD資料 

図4-4 作物別栽培カレンダー 

 

 

（６）調達先国 

 

 至近の 2KR では DAC 加盟国に加え、カタール国、サウジアラビア王国、アラブ首長国連邦を調達

先国としている。「エ」国肥料市場においても、これら三カ国の製品が一般的に流通しており、品質

的にも問題がないことを確認している。 

 したがって、本案件についても同様に、DAC 加盟国、カタール国、サウジアラビア王国、アラブ

首長国連邦を調達先国とすることは妥当である。 
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４－４ 実施体制及びその妥当性 

 

（１）配布・販売方法・活用計画 

 

 「エ」国における肥料の流通フローを図 4-5 に示す。 

「エ」国における肥料輸入については、前述のとおり、外貨割り当てという観点から、地方の農業

事務所等を通じて毎年エンドユーザーレベルから収集している需要量に基づき、政府が国内輸入業者

選定のための入札を開催している。同業務は MoARD/AIMD が担当しており、通常、ロットあたり

25,000 トンで、年間 15 ロット前後の入札が行われる。「エ」国内に最も安価に輸入できる者が落札

者となり、輸入できる権利が与えられる。肥料輸入には多額の資金が必要とされるが、中央政府は資

金提供をしないため、参加できる者は公社であるAISEや地方政府の支援を受けた民間企業であった。

2005 年以降は、能力が高く地方政府の資金的支援を受けている農協連合も入札に参加するようにな

り、2006 年については、農協連合は肥料市場の 66％を占めるまでになった（表 2-14 参照）。 

 このような輸入体制のもと、2KR 肥料は公社である AISE が全面的に取り扱っている。AISE は官

報 53 年 No.71（1994 年 2 月 20 日）でその組織が明確に規定されており、①農業資機材の国内調達お

よび輸入、②農業資機材の市場および価格の安定、③目的を達成するために必要な活動の実施が課さ

れている。民間企業や農協連合は管轄地域に優先的に肥料を販売することを目的としているのに比べ、

AISE は全国に 214 ヶ所の販売拠点を持っている。また、AISE は公社として市場を安定化させること

を使命としているだけでなく、MoARD から指示を受け、辺境地や肥料不足地域へ販売する役割も担

っており、独立採算制ではあるものの、公共性が高い組織である。 

 AISE が FOB 価格の 2 分の 1 で購入した 2KR 肥料は、AISE が別ルートで購入している肥料と価格

的・地域的に隔たりなく販売される。販売価格は、2KR 肥料とそれ以外の肥料の購入価格を重量平

均して、それに輸送費および手数料を上乗せして決定している。 

 AISE では図 4-5 に示すとおり、販売経路が三通りある。一つ目は AISE の販売センターを通して販

売する経路である。AISE は全国に 214 ヶ所の販売センターを保有している。二つ目は農協連合が開

催する入札に参加し落札、販売する経路である。この農協連合は、上述した国が行う肥料輸入権を獲

得するための入札に参加する程資金がなく、また輸入業務のノウハウもない農協連合である。この農

協連合は肥料を安価で入手するため、単位農協までの輸送を条件とした入札を開催するが、それに

AISE が応札し、最低価格を提示したが者が落札する。三つ目は、政府の指示により辺境地や肥料不

足地域へ販売する経路である。これら地域は、民間企業が興味を示さない地域であり、AISE は政府

の指示により採算を度外視した安価な価格で販売せざるを得ない。 

平成 17 年度 2KR で調達された肥料（尿素）の販売先を表 4-5 に示す。販売センターを通して販売

したのは 1％に過ぎなく、大部分が農協連合向けで、入札で落札することにより販売している。 
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農業省 

①地方事務所よりあがってきた年間総需要量
に基づき農業省は外貨割り当てのための入札

会を開催 
（複数ロット。C&F 最低価格提示者が落札）
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応札 応札 
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け肥料購入のた
めの入札会を開
催し、AISE や民
間企業が応札 

単位農協 

販売センター 

落札者は農協連合が指定

した単位農協近くの倉庫

まで配布 

単位農協 

農民 

2KR 肥料 

肥料の配布経路 

入札の経路 

＊実際には地

方政府の支援

を受けており

純粋な民間企

業ではない。

政府の指示

により辺境

地・肥料不足

地域へ安価

で直接販売 

 

図 4-5 「エ」国肥料流通フロー 

 

 

表 4-5 平成 17 年度 2KR 肥料販売先 

州 地区 購入者 配布量（トン）

アムハラ 北ショア メンツ（Menz）農協連合 1,268.70
  ワデラ（Wadera）農協連合 4,629.20
 東ゴジャム モッタ（Motta）農協連合 188.50
  エネメイ（Enemay）農協連合 189.20
  アワベル（Awabel）農協連合 98.00
  デブルワーク（Debrework）農協連合 53.80
 西ゴジャム ダモット（Damot）農協連合 1,174.50
 アウィ アダマス（Adamas）農協連合 1,716.30

オロミヤ 東ウォレガ AISE 販売センター 60.30
 ジマ AISE販売センター 52.00

ティグライ  エンデルタ（Enderta）農協連合 1,391.50

合計   10,822.00

出典：AISE 資料 

 

代金の決済には、主にクレジットが利用される。クレジット契約は、州政府の保証の下、各農家と

銀行、あるいは、地方クレジット協会の間で締結される。そして、農家が所属する単位農協が、農家

に代わって銀行・クレジット協会から融資を受け、農協連合がそれらを取りまとめた上で、販売業者

に代金が支払われる。農家は、収穫した作物を一般市場、もしくは農協連合または単位農協に販売し、

得た販売代金の一部を肥料代として、単位農協を通じて銀行に返済する。 
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＜活用計画＞ 

 前述のとおり、2KR 肥料は価格面でも地域的にも他肥料と区別して販売されていない。農協連合

が開催する入札を通して販売される場合もあれば、MoARD からの指示でアクセスの悪い地域や肥料

の流通が悪い地域などに直接販売されることもある。また、AISE 販売センターを通じて販売される

こともある。AISE では流通状況を勘案しながら販売するため、今次要請分の 2KR 肥料の販売地域を

現段階で限定することはできないが、2KR 肥料を投入することで、購入したいのに購入できないと

いうような地域格差が発生しないよう、流通状況の改善に活用されることが期待される。 

 

（２）技術支援の必要性 

 

 「エ」国において使用される主な肥料は長年 DAP と尿素のみであり、他肥料の導入も検討されて

おらず、施肥研究が活発には行われていない。また、農業普及員の能力の向上も必要である。このた

め、小規模ではあるものの技術協力プロジェクト「農民支援体制強化計画プロジェクト」（2004 年

開始 2009 年終了予定）で施肥研究が取り上げられたり、NGO の SG2000 では農業普及員が大学で学

ぶために奨学金を提供するプログラムが継続的に実施されている。 

 資機材の管理・配布体制は既に確立されており、技術支援をして改善すべきところはない。 

「エ」国側からはソフトコンポーネントの要請はなく、技術支援は別プログラムでも行われている

ことから、ソフトコンポーネントは実施しない。 

 

（３）他ドナー・技術協力等の連携を通じたより効果的な貧困農民支援の可能性 

 

１）デュアル戦略 

 平成 18 年度に実施された基礎研究において、「貧困農民支援」の目指すべき支援のあり方として、

国家レベルの持続的食糧生産と貧困農民の自立支援をバランスよく融合させた「デュアル戦略」の適

用が提言されている。 

平成 17 年度の 2KR 供与については、全国の総農家数ならびに穀物総生産量のそれぞれ約 3割を占

めるアムハラ州に調達肥料の約 86％が配布されており、国内の安定的な食糧生産に寄与していると

考えられる一方、州単位の貧困率を見た場合、ティグライ州が 57.9％、アムハラ州が 56.7％（Poverty 

Situation in Ethiopia, Ministry of Economic and Cooperation, 1999）であり、両州は「エ」国において最も

貧困率の高い州となっている。上記から、2KR の協力対象地域を州単位で概観する限りにおいては、

持続的食糧生産支援と貧困農民支援の両面からの取り組みを目指すデュアル戦略に沿った配布が実

施されている。AISE では上述のとおり 2KR 以外の肥料もある上、農協連合が開催する入札に参加す

る体制がとられているため、2KR 肥料だけを抜き出して配布地域を特定することは難しいが、AISE

は日本側の意向を十分理解しており、できるだけ 2KR の主旨に沿うよう販売先を考慮している。 

 

２）わが国 ODA の戦略的な実施 

 基礎研究において、わが国 ODA のより戦略的な実施の観点から、2KR 事業と技術協力の相乗効果

を目指した連携が提言されている。 

農業分野を中心に従来より貧困農民に資する協力が積極的に進められてきた「エ」国においては、

既にわが国 ODA 事業のローリングプラン上に見返り資金プロジェクトが位置づけられており、「エ」
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国側に対しても政策協議の場で提案されている。 

「エ」国においては 2KR に加えてノンプロ無償等の見返り資金があるが、特に 2KR については今

後見返り資金の使用が貧困農民に資する目的に限定される方針であることから、貧困農民や農村開発

に資する協力事業との連携を積極的に検討願いたい旨、「エ」国政府に対して説明し、政策協議に関

する四半期連絡会等の場で上記プロジェクトの具現化に向けて協議を継続していくことを確認した。 

2007 年 6 月現在、ローリングプラン上に位置づけられている見返り資金プロジェクト（案）は以

下のとおりである（但し、2KR の見返り資金に限定されない）。 

・ 人口センサス支援（使途協議にて承認済。ノンプロジェクト方式無償資金協力の見返り資

金を使用） 

・ 小規模灌漑事業整備（実施中技プロとの連携） 

・ 一村一品促進事業 

・ 農産品取引所設立支援 

・ オロミア州小学校建設計画（ManaBU）支援（実施中技プロとの連携） 

・ 教育の質向上にかかるバスケット・ファンド（貧困削減支援無償の活用可能性についても

検討中） 

 

３）貧困農民に対するより効果的な支援 

 

①技術協力との連携 

 貧困農民に対するより効果的、包括的な支援を実施する観点から、2KR 事業と技術協力との連携

が提言されており、基礎研究では、見返り資金による連携事業の実施に加え、2KR 供与資機材を活

用した技術指導や、技術協力を通じたより効果的な 2KR 資機材の配布・モニタリング等が想定され

ている。 

 MoFED ならびに MoARD との協議においては、2KR で調達される肥料の一定量を技術協力プロジ

ェクト向けに配布することについて、今次要請分については既に全国レベルの要請に基づいて算定さ

れているものであり適用は難しいが、将来的な可能性は検討しうるとの言及があった。調査団からは、

以下に述べる実施中の技術協力との具体的な連携策（案）について紹介し、他の技術協力事業との連

携可能性も含め、優先度等も踏まえつつ具現化に向けて、引き続き協議していきたい旨申し入れた。 

 AISE からは、貧困農民に対する包括的な支援の必要性は理解できるが、肥料配布に関わる公的機

関としては、全国レベルの需給バランス、ならびにより条件の悪い地域に対する供給の必要性等を考

慮して配布計画を策定する使命を踏まえて、検討する必要があるとの意見があった。 

 本調査団は、「エ」国における連携協力の具体的な可能性を検討するため、オロミア州で実施中の

技術協力プロジェクト「灌漑農業改善計画（IFI プロジェクト）」ならびに「農民支援体制強化計画

（FRG プロジェクト）」のサイトを訪問し、以下のとおり関係者と協議を行った。 

a. 灌漑農業改善計画（IFI プロジェクト）（2005 年 9 月～2008 年 9 月） 

 本プロジェクトはオロミア州の東ショアゾーンならびにアルシゾーンの 6 郡を対象に、１．既存の

重力灌漑施設の参加型改修手法の標準化、２．小規模ポンプ灌漑施設の運営改善手法の確立、３．ウ

ォーターハーベスティング技術の標準化と普及手法の確立、４．灌漑営農技術の改善と研修を通じた

普及等に取り組んでいる。2KR 事業との連携の可能性については以下の提案がなされた。 

 ・見返り資金による既存灌漑施設の改修事業の拡大：持続的・効率的な灌漑農業を可能とするため
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には協力対象地域における既存灌漑施設の改修の必要性が高いが、十分な予算措置が得られてい

ない。見返り資金により、本プロジェクトにおいて取り組まれている参加型改修手法の適用を念

頭に置いた既存灌漑施設改修事業が拡大できれば、少ない予算でもインパクトの大きい協力が期

待できる。 

 ・灌漑地区における種子生産事業との連携を通じた肥料投入効果の拡大：本プロジェクトのモデル

事業対象地区（カタール地区）は水源に恵まれたポテンシャルの高い地域であり、種子生産事業

に肥料の効果的な投入が図られれば高い効果が期待できる。（オロミア州にはその生産力を背景

に強力な組合が存在しており、独自に肥料を輸入するルートを有していることから、AISE を通

じた 2KR 肥料の配布対象地域とはなっていないが、同地区における実証事業の成果は 2KR 肥料

の配布対象地域にも適用、普及が期待できるものと考えられる。） 

b. 農民支援体制強化計画（FRG プロジェクト）（2004 年 7 月～2009 年 7 月） 

 本プロジェクトは東ショアゾーン、アルシゾーンおよび西ショアゾーンの一部を対象に、農民研究

グループ（FRG）を通じた参加型研究・普及体制の確立を目指した協力を実施している。なお、本プ

ロジェクトの協力対象地域については、前述のとおり強力な組合が存在しており、組合が独自で肥料

調達を行っていることから、AISE の肥料配布地域とはなっていない。一方で、十分な量の肥料が流

通していないことに加えて肥料が高額であることから、農民は必要十分な肥料を得られていない場合

もある模様である。プロジェクト専門家からは、長期的な展望に立って貧困農民に裨益する支援を考

えるのであれば、トップダウンの供給体制の支援よりもむしろ組合レベルの能力強化支援を図ってい

くことが重要との提言があった。 

・見返り資金による参加型研究・普及事業の持続的支援：本プロジェクトにおいて実施している

FRG を通じた参加型研究・普及事業の協力期間終了後の継続的な実施と普及・拡大について、見

返り資金により支援していくことが考えられる。これら事業は 1 件あたり数十万円で実施できる

ことから、少ない予算でも複数の事業を継続的に支援していくことが可能と考えられる。 

・施肥に関する実証研究・普及事業との連携を通じた肥料投入効果の拡大：上記研究・普及事業に

おいては施肥にかかる実証試験や指導等も実施されており、これら事業の成果は 2KR 肥料の配

布対象地域にも適用、普及が期待できるものと考えられる。 

c. その他の技術協力 

 農業分野における日本の取り組みにおいては、生産性向上と流通改善を通じた食糧安全保障の確立

が目標とされており、従来、農業生産のポテンシャルの高いオロミア州を中心に協力が進められてき

たが、今後はアムハラ州（開発調査「流域管理による生計向上計画」）や南部諸民族州（流通改善支

援）等への展開も計画されており、従来、AISE が肥料配布を計画・実施している地域とも重なるこ

とから、見返り資金活用の可能性に加えて、2KR 肥料配布との連携も期待できる。また、ネリカ米

の導入を念頭に置いた稲作支援についても取り組みが始められていることから、これら事業における

肥料の活用を通じた連携や見返り資金によるプロジェクトの実施可能性等も考えられる。その他、前

述のとおり、一村一品事業の見返り資金による展開も検討されている。 

 

②わが国 NGO との連携 

 貧困農民に対するより効果的、包括的な支援を実施する観点からは、当該分野において協力を実施

する NGO との連携も有効と考えられることから、本調査団は「エ」国において長く農業分野の支援

を行っている NGO の SG2000 との連携可能性にかかる協議を行った。SG2000 は現在エチオピアを含
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むアフリカの 4 カ国で協力を実施しているが、土壌劣化対策の観点から化学肥料の有効性を認めてお

り、普及員に対する施肥指導研修や種子改良支援と肥料の供給を組み合わせたパッケージ支援等の取

り組みにおいて 2KR で供与された肥料を活用した例もある。エチオピアにおいては、穀物生産支援、

稲作支援、ウォーターハーベスティング技術指導、ポストハーベスト・農産物加工支援等を実施して

いるが、SG2000 においても、オロミア州を含む比較的条件の良い 3 州を対象にした「食糧増産」を

目指した支援から、より貧困農民に裨益する支援のあり方について模索しているところであり、ポテ

ンシャルの高い地域での農業の産業化支援を進めつつ、条件の厳しい周辺地域を引き上げていく取り

組みを検討しているとのことである。 

 「エ」国で農産物加工技術普及の責任者を務める間遠氏は、アフリカにおける 2KR の改善検討委

員会にも過去委員として参加しており、2KR の改善については過去数多くの提言が取り纏められて

きた経緯を踏まえて、これら提言の具現化に向けて真剣に取り組んで欲しいとの要望・期待と、必要

な場合には積極的に協力していく用意がある旨が述べられた。 

 2KR については、先方政府の農業政策における肥料供給の適切な位置づけを考慮しながら実施す

ることが肝要であり、国際土壌肥沃農業開発センター（International Center for Soil Fertility and 

Agricultural Development: IFDC）による土壌肥沃化に関する取り組み等との連携も検討されるべきと

の提言があった。 

 「エ」国においては、土壌肥沃化の支援に加え、民間の育成支援を通じた生産資材の市場活性化や

普及員等の能力強化を通じた貧困農民への支援の必要性についても述べられ、特に貧困農民を対象に

した支援については NGO との連携が効果的であることから、上記のような取り組みについて 2KR

事業との連携を検討していく可能性についても示唆された。 

 

③見返り資金のマイクロファイナンス投入 

 基礎研究では、資機材を購入できない貧困農民集団に対し、見返り資金を原資とした回転資金、小

規模金融など農村金融の導入等が提言されている。 

 「エ」国においては、エチオピアマイクロファイナンス協会（AEMFI ：Association of Ethiopian Micro 

Finance Institutions）に加盟している団体だけで、既に 27 ある。それらの母体は政府系、NGO 系、銀

行系（利益ベース）等さまざまであるが、AEMFI がノウハウについて技術的にもサポートしており、

返済率としては約 95％に達し良く機能している。また、他にも、前述のとおり農協連合を通して購

入する場合は、地方政府がクレジットを保証していることも多い。貧困層の中には、クレジットにア

クセスできないものもいるとは思われるが、マイクロファイナンスの体制自体は十分に機能している

と思われるところ、現状で見返り資金を同事業に投入する必要性は低い。 

 

（４）見返り資金の管理体制 

 

＜管理機関＞ 

 AISE によって支払われ、見返り資金口座に積み立てられた金額を管理しているのは、MoFED であ

る。 

 

＜積み立て方法＞ 

 AISE が、肥料の代金として FOB の 2 分の 1 にあたる金額を直接、エチオピア国立銀行の見返り資
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金専用口座へ払い込む。 

 

＜見返り資金積立実績＞ 

 本件調査時における 2KR 見返り資金（2000 年度～2005 年度分）の積立状況を表 4-6 に示す。 

 

表 4-6 2KR 見返り資金積み立て実績（2007 年 8 月 30 日現在） 

年度 
供与額 

(百万円) 
FOB 額 

（円） 

換算 

レート 

 

義務額 

（Birr） 

積立額 

（Birr） 

積立

率 

使用額 

（Birr） 

残額 

（Birr） 

積立 

期限 

2000 550 303,987,750
8.4122birr/USD 
123.83yen/USD 

6,883,646.00 6,883,646 100％ 695,196.89 6,188,449.11
2004 年

4 月 2 日

2001 500 362,271,152
8.5638birr/USD 
128.00yen/USD 

8,079,212.00 7,200,680.35 89％ 0 7,200,680.35
2005 年

4 月 11 日

2004 400 295,891,728
8.6591birr/USD 
105.31yen/USD 

12,164,827.00 12,164,827 100% 0 12,164,827
2009 年

3 月 3 日

2005 448 334,399,800
8.6870birr/USD 
117.31yen/USD 

12,381,429.00 0 0% 0 0
2010 年

3 月 6 日

出典：MoFED 資料 

 

2001 年度については、見返り資金の積立率が義務額に達していないが、当該年度の調達品目に農

薬および農薬散布関係機材が FOB 額ベースで 11％分含まれていたことに起因している。AISE が引

き取り販売する肥料とは異なり、これらの資機材は市場で販売されることはなく、「エ」国の国家防

除プロジェクトで政府により使用されたため、見返り資金の積み立ては行なわれなかった。本来であ

れば、この分の見返り資金を「エ」国政府は予算措置によって補填すべきであるが、財政不足のため

極めて困難な状況にあった。AISE が取り扱っている肥料分については、2000 年度および 2001 年度

については FOB 額の 3 分の 1、2004 年度および 2005 年度については FOB 額の 2 分の 1 を見返り資

金口座に振り込むこととなっており、2005 年度分を除き全額振込みが完了した。 

2005 年度については、現段階で積み立て額ゼロという状況であるが、これは販売先（農協連合、

単位農協）のクレジットに関する手続きに時間がかかっているためである。通常、販売後 3～6 ヶ月

で全代金が AISE に振り込まれるとのことであり、2005 年度分については 2007 年 7 月に完売したこ

とから、2008 年 1 月までには代金を見返り資金口座に振り込むことができる見込みである。 

 

＜見返り資金使用プロジェクト＞ 

 「エ」国に対するわが国 ODA 事業のローリングプラン中のプロジェクトのいくつかに見返り資金

を使用することが計画されている。今後も定期的に日本側は「エ」国側と協議しながら、ローリング

プランの具現化を図っていく予定である。 

これまでに実施された見返り資金使用プロジェクトを表 4-7 に示す。 
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表 4-7 2KR 見返り資金の使用実績 

資金使用日 使用額（Birr） 使用目的 

1997 年 6 月 25 日 990,000.00 ドナー国間コモンファンド（“Grant Pool”）への投入 

1997 年 9 月 12 日 29,800,000.00 ドナー国間コモンファンド（“Grant Pool”）への投入 

2003 年 3 月 19 日 6,572,598.54 災害緊急食糧調達（穀物購入及びその輸送） 

2003 年 7 月 28 日 8,304,310.37 災害緊急食糧調達（穀物の輸送） 

出典：MoFED 資料 

 

 

＜見返り資金の外部監査＞ 

 「エ」国議会によって任命された監査人が見返り資金口座に限らず他の政府口座も監査することに

なっている。2007 年 9 月 15 日を目処に報告書が作成され、MoFED は 2007 年 10 月中にドナーに監

査報告書を配布する予定である。 

 

（５）モニタリング評価体制 

 

 2KR 肥料の販売先については、従来より AISE は農協連合レベルでの販売数量を日本側に報告して

いる。販売金額やそれから先の単位農協レベルについては AISE では把握しているものの、販売の際

は 2KR 以外の独自に購入した肥料も混在しているため、2KR 分を抜き出すことはできないと AISE

から回答があった（平成 15 年度肥料販売先については表 4-6 参照）。 

 また、2KR 肥料に特化したものではないが、MoARD は、全国に有する農業事務所などを通じて、

需要量、販売量、小売価格など肥料の供給状況について末端におけるモニタリングを年 1 回実施して

いる。 

 なお、モニタリング報告書について、「エ」国政府は、その必要性は認めながらも、多頁に及ぶ報

告書フォーマットを引用しつつ、単一スキームのために行政コストおよび負担が増加することについ

てはドナー間で進められている援助手続きの効率化に逆行するとして消極的な発言があった。報告書

は MoARD と AISE が共同で作成することで合意しているが、調査団より、フォーマットに基づいた

報告が困難な場合には、関係機関の間で調整して効率的に作成できる範囲の報告書を提出するよう伝

えた。 

 その他、2KR 実施状況の確認と効果的な実施のために、｢エ｣国政府と日本政府との間で、2006 年

に 3 回、2007 年に 2 回の連絡協議会が開催され、特に見返り資金の使途について協議されている。 

  

（６）ステークホルダーの参加 

 

 2KR に特化したものではないが、「エ」国内全体の肥料輸入に関し、MoARD は民間業者や農協連

合と協議する機会を年 3 回持っている。また、肥料需要の把握のために、普及員が農民の意見を吸い

上げ、MoARD に情報を集約する体制も確立されている。 
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（７）広報 

 

 「エ」国では、Ｅ／Ｎ調印時に新聞や政府情報誌において 2KR が取り上げられている。 

 

（８）その他 

 

従来からの供与条件（見返り資金の外部監査の導入、連絡協議会の開催、ステークホルダー参加機

会の確保）については、既に「エ」国側の同意を確認している。 

 今回新たに要請した以下の条件についても、関係者に対し調査団から説明し、理解を得た。 

・ 見返り資金の貧農・小規模農民支援への優先使用 

・ 見返り資金の全額積み立て（AISE が販売によって得た代金の全額ではなく、AISE が政府に支

払う全額を積み立てるという内容での合意） 

 

なお、見返り資金の全額積み立てについて、AISE が販売により得た代金を全額積み立てることの

可能性についても検討したが、各組合に対する 2KR 肥料の販売額については、2KR による肥料が他

の供給源から輸入している肥料と併せて扱われているため算出が困難であり、輸送経費や人件費等に

ついても 2KR 分だけ切り分けて計算することは極めて困難との説明があった。また、仮にこれらの

算出が可能と仮定した場合でも、肥料配布後クレジットによる支払いを得るまでに時間がかかる上に、

国が管理する口座に一度振り込んだ上で使途協議を経てあらためて運営経費の支出を得るためには

多大な時間を要することになり、独立採算による AISE の運営に深刻な影響を及ぼすとの懸念が示さ

れた。 

通常、企業が得る販売代金の全額について見返り資金の積み立てを求めることは極めて困難である。

「エ」国の場合においても同様であり、政府が 2KR 資機材の販売相手方である AISE から得る全額

を積み立てることを求めるのが現実的な対応と考えられる。 

また、透明性の観点から、AISE が政府に支払う金額（1/2FOB 額）の妥当性についても検討すべき

ところではあるが、AISE が政府の指示に従い肥料高騰時にも安定的な肥料供給を保証したり、遠隔

地等の条件の悪い地域にも肥料を供給する等の非採算事業を担っている以上、2KR に特化した必要

経費の算出は困難である。しかしながら、少なくとも AISE の経営の透明性を確保するため、末端レ

ベルでの販売先・価格を注視していくとともに、今後とも同公社にかかる経営や監査に関するレポー

トを入手すべく努めるべきと思われる。 
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第５章 結論と課題 

 

５－１ 結論 

 

 「エ」国は、国家計画の中で食糧増産を重要課題に取り上げている。農業人口は全労働人口の 8

割強に及び、同国における農業振興は、農業生産性の向上のみならず、国家の社会的・経済的な安定

性の確保にとって極めて重要な位置づけとなっている。 

自然環境から見ても降雨量が1,000mmを超えるアムハラ州や灌漑が可能なオロミア州は更に増産で

きるポテンシャルは高いものの、それが十分に発揮されていない。これは適正な農業技術と農業資材

が十分に利用されていないことに起因するものである。農業資材、特に肥料については、貧困削減の

ための国家計画 PASDEP でも食糧増産には肥料の投入が必要であることが謳われており、実際年々

肥料の使用量は急激に増加している。しかしながら、化学肥料は自国内で生産されておらず、全面的

に輸入に頼っているため、需要の急速な伸びに対応するための十分な外貨の確保が難しい。また、肥

料の輸入者は地方政府と密接に結びついており管轄地域に流通させるための肥料を確保することを

目的として輸入するため、輸入業務のノウハウもある経済力の強い地域に偏り、地域格差が発生しや

すい傾向がある。そのような状況のもと、本 2KR で肥料を調達することにより、国全体の需給バラ

ンスの改善とともに輸入業務を行う実務的能力やそれに必要な資金的バックアップが十分でない地

域にも、肥料が流通することが期待されている。実施体制にも問題はなく、要請品目である尿素も通

常「エ」国で使用されている肥料であり、需要は高い。 

 また、見返り資金についても、「エ」国に対するわが国援助実施のローリングプランに組み込まれ

ており、ODA の戦略的な実施を図る上で、今後更に効率的、効果的に活用されるものと思われる。

したがって、肥料の投入のみではなく、見返り資金の有効活用という点からも 2KR 実施の意義は高

い。 

 本調査においては、関係機関との協議を通じて具体的な連携策を検討することができ、より効果的

な貧困農民支援を目指した基礎研究提言の具現化に向けて一定の役割を果たすことができたものと

考えるが、今次協議結果の実現を図るためには、関係専門家、NGO 等との意見交換や現地 ODA タ

スクフォースにおける議論を深め、「エ」側との合意形成を進めていくことが肝要であることを申し

添える。 

 

５－２ 課題/提言 

 

（１）2KR 肥料の配布体制 

 

 AISE を含む国営企業の監督機関である民営化・公社監督庁（Privatization and Public Enterprise 

Supervisory Agency: PPESA）によれば、肥料の供給においても市場の自由化を促進していくべきであ

り、AISE についても将来的には民営化を目指していくべきものであるが、未だ民間企業や農協連合

の肥料調達能力が十分でなく、政府主導で肥料高騰時にも安定的な肥料供給を保証したり、遠隔地等

の条件の悪い地域にも肥料を供給する等の非採算事業を担うAISEの公的機関としての役割は引き続

き大きいのが現状とのことであった。一方で、Ambasel 社（アムハラ州政府の支援を受けた民間会社）
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からは、2KR の肥料に民間会社がアクセスできないことや AISE 自体の存在を問題視する意見も聞か

れたが、現実問題として肥料を取り扱っている純粋な民間会社は存在しておらず、近年活動している

と思われる地方政府の支援を受けた民間業者は Ambasel 社以外に 1 社しかない。他に肥料輸入を行

う者として前述のとおり農協連合が挙げられるが、まだ歴史は浅く、資金繰りの失敗や輸入手続きの

不備等、問題が発生しているという声が多く聞かれた。政府として農民組織育成にも力を入れており、

将来的には、農協連合の能力が高まることが期待されるが、現状では、2KR を通じて公的な目的の

ための非採算事業を擁する AISE を支援することは一定の妥当性が認められる。 

 一方で、世銀の CAS（Country Assistance Strategy）においても、政府による市場統制的な介入体制

の改善と有望産業の育成・民間支援が謳われており、肥料市場においても将来的な方向性としては、

民間の体力強化を通じた自由化促進が求められていることから、今後の協力においては、「エ」国の

政策や世銀・IMF 等の支援動向、AISE の運営の方向性、肥料市場の自由化の進展等を注視しつつ、

肥料市場に対する介入のあり方についての検討の推移を注視していくことが必要と考えられる。 

 

（２）見返り資金の全額積み立て 

 

 今次供与より、見返り資金の全額積み立て（調達資機材の販売・リースから得られた資金全額の積

み立て）を求める方針となったが、「エ」国のように、肥料の供給機関が政府から肥料の輸入枠を買

い取り、その肥料を農協連合に販売するような特殊なシステムを採用しているケースでは、当初何を

以って調達資機材の販売から得られた資金とすべきかが明確ではなく、「エ」側との協議を重ねた結

果、現状では、政府が 2KR 資機材の販売相手方（AISE）から得る資金の全額とすること以外は困難

と判断された。2KR 資機材の配布・販売方法については各国で事情が異なるが、政府が入札で複数

の民間企業に販売しているようなケースにおいては、民間企業がエンドユーザー（農民）から得る販

売代金の全額について見返り資金の積み立てを求めることは極めて困難と考えられることから、基本

的には政府が 2KR 資機材の販売相手方から得る全額の積み立てを求めることが現実的な対応と考え

られる。 

一方で、AISE がエチオピア政府に支払う金額（1/2FOB 額）の妥当性については、AISE が非採算

事業を担っている以上、必要経費の算出は、経営的見地や「エ」国の物資流通事情等を勘案した詳細

な分析が必要となり、評価が困難である。しかしながら、少なくとも AISE の経営の透明性を確保す

るため、末端における配布・販売状況について極力詳細なモニタリングを求めていくとともに、同公

社にかかる経営や監査に関するレポートを入手すべく努めていくべきと思われる。 

 

（３）デュアル戦略のバランスに配慮した連携 

 

 AISE は貧困率の最も高い州を中心に 2KR による調達肥料を配布している一方で、現在農業分野で

実施中の技術協力は、潜在的生産力が高く、貧困率が最も低い州のひとつであるオロミア州で実施さ

れている。AISE が公的機関として貧困率の高い州にも 2KR 肥料を供給していることについては妥当

性が認められるものの、オロミア州では能力の高い組合による独自の肥料調達も進められつつあるこ

とから、これら地域における技術協力との連携においては、2KR 肥料のうち一定量を技プロ対象地

域に配布することを求めるよりも、見返り資金の活用における連携プロジェクトの実施やこれら技術

協力の枠内で実施される施肥研究成果の普及を通じた連携支援を進めていくことが妥当と思われ、
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「エ」側にとっても受け入れやすいと考えられる。他方、今後農業分野の協力は、アムハラ州や南部

諸国・諸民族州等の貧困率がより高い地域にも展開される計画であり、これら地域は、AISE による

2KR 肥料の配布が実施（または計画）された実績もあることから、2KR 肥料の活用によるより直接

的な連携についても検討の可能性があると考えられる。但し、各地方における肥料配布機関は原則と

して入札で決定される仕組みがある程度確立されていることから、2KR 肥料を特定地域へ配布する

ことについては慎重であるべきと考えられる。 

 

（４）見返り資金を活用した技術協力連携プロジェクトの実現に向けた協議の促進 

 

 見返り資金を利用した技術協力との連携の可能性を検討するにあたっては、技術協力実施中の段階

から協力期間終了後を見越した支援の方向性や必要とされる見返り資金の規模、見返り資金プロジェ

クトの実施体制等について専門家等と十分協議し、協力期間終了後も先方実施機関により見返り資金

を適正に運用した事業のフォローアップが進められるようにしておくことが重要である。また、適時

に見返り資金の使途協議ができるよう、政策協議四半期連絡会や、2KR のコミッティ・連絡協議会

の機会を捉えて、「エ」側の見返り資金管理機関（MoFED）との間で見返り資金の使用計画にかか

る意見交換を深めておく必要がある。なお、これら見返り資金を活用した技協連携プロジェクトにつ

いては従来よりも小額の規模で複数件実施してくことも考えられることから、見返り資金の積み立て

見込み額を踏まえて、日本側においても現地 ODA タスクフォース等を通じて見返り資金プロジェク

トの優先度を整理し、適時に適正な規模で見返り資金プロジェクトが実現できるよう、使途協議に柔

軟に対応していくことが求められよう。 

 

（５）貧困削減を念頭に置いた財政支援に対する貢献 

 

 ドナー間の援助調整の進む「エ」国においては、食糧安全保障（プロダクティブ セーフティ ネ

ットワーク プログラム22、PNSP）、教育・水等の各分野においてセクター開発計画（SDP）に対す

る財政支援が進められつつある。これらプログラムに対するわが国の貢献としては貧困削減支援無償

の適用が検討されているが、これらが貧困削減を志向する取り組みであることを踏まえ、必要な場合

にはこれらプログラムに対する見返り資金を通じた貢献についても柔軟に検討していく必要がある

と考えられる。 

 

（６）肥料に関する研究の強化 

 

 「エ」国において使用されている化学肥料は DAP と尿素のみである。本来であれば、作物または

土壌によって種類に違いがあって当然であるが、30 年以上にわたり、2 種類の化学肥料しか使われて

いない。また、施肥基準についても、技術協力プロジェクト「農民支援体制強化計画」で研究が行わ

れていたのを除き、国全体レベルでの研究が行われていない。適切な技術マニュアルの存在なしでは

普及効果が生まれにくく、施肥について十分な研究がなされることが、効率的・効果的に食糧増産を

                                                  
22 慢性的に食糧不足が深刻な地区において、食糧安全保障達成に必要な公共事業を実施し、これら公共

事業に貧困者層を雇用して食糧・現金を供給する計画。 
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図る上で重要と思われる。 
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添付資料３ ヒアリング結果 

 

 

（１）財務経済開発省（MoFED: Ministry of Finance and Economic Development） 

 

＜8 月 15 日＞ 

○ 2KR の目的が貧困農民支援にシフトするということについて大枠で問題はない。昔から貧困

農民支援を考慮し、2KR を実施している。ただし、見返り資金の使途を貧困農民支援のみに

するという点においては、見返り資金使用に関しても現在大使館との間で作成しているロー

リングプランに組み込まれており、2KR の見返り資金の使途が貧困農民支援に絞られるとい

う点は考慮されていないと思われる。実際、最近見返り資金を使用することになったのはセ

ンサスと橋建設である。 

○ 日本の技術協力と 2KR を連携させることについては、エチオピアではすべてのプロジェクト

が国家開発計画に貢献するものであり、単独で動いているものはない。そういう意味におい

て 2KR も他プロジェクトと関係・連携しているといえるであろう。現在進行中の技プロとの

連携は難しいと考えるが、連携については、農業省の方で検討すべき事項であり、十分に協

議してほしい。 

○ 今回の平成 19 年度も平成 17 年度同様に調達代理方式で行うことについては問題ない。 

○ 外部監査導入後の見返り資金実施は、最近決定したセンサスと橋建設のみであり、それらの

終了時に 1 回行うことを考えている。 

○ 平成 17 年度からの実施体制に変更はない。 

○ AISE は公社であり、肥料の価格を安定させることを役目としている。国からの補助はうけて

おらず、自己収入で運営されているが、利益を追求する機関ではない。 

○ MoFED は財政や開発に関することは行うが、公社の管轄は違う。 

○ 見返り資金については MoFED の担当であるところ、ミニッツは実施機関と JICA に加え、

MoFED も署名する。 

 

 

＜8 月 21 日＞ 

○ AISE が得た販売代金の全額を積み立てるのは難しい。一旦見返り資金口座に入れると、使途

は日本大使館との協議になるため、引き出すのは難しいため。エチオピアの会計処理を考え

ても不可能。ノンプロで、FOB2 分の 1 でも支払いたいエージェンシーはあまりいない。こ

れらのエージェンシーは政府から支援を受けているわけではなく、自己収入で運営している。 

○ 全体として、事務的作業およびコストは簡素化していくという流れの中、日本は常に新しい

条件を要求してくる。他援助とも協調し、各ドナー特有の条件はつけないという方向で動い

ている中、この話を上層部に説得するのは難しい。AISE も納得しないと思う。 

 

 



 

（２）農業農村開発省（MoARD: Ministry of Agriculture and Rural Development） 

 

①企画計画局（Planning and Programming Department） 

 

＜8 月 16 日＞ 

○ 2KR 供与条件である外部監査、四半期連絡協議会、ステークホルダーの参加機会の確保三点

セットについては過去既に合意したことであるため問題ない。 

○ デュアル戦略に基づく連携については、十分協議したい。 

○ 見返り資金を貧困農民支援に優先的に使用する件については MoFED とも連絡協議会等で協

議する必要があるが、2KR での見返り資金を同じセクター同じ目的で貧困農民のために使う

のは当然だと思う。 

○ 実施体制は、前回同様、実施監督機関が農業省でエンドユーザーが AISE である。 

 

＜8 月 20 日＞ 

○ 施肥基準は以下のとおり。 

小麦、テフ： DAP、尿素 それぞれ 1quintal / ha 

ソルガム： DAP 50ｋｇ/ ha、尿素 100ｋｇ/ ha 

○ 実際 DAP の方が肥効が高い気がする。施肥基準は地域によって違うため、実際、地域の農業

普及員に聞かないとわからない。 

 

②農業資機材流通局（Agriculture Input Marketing Department） 

 

＜8 月 16 日＞ 

○ 政府が肥料輸入の入札を行っている理由として、①政府が保有している外貨に制限があるた

め、②国際入札を通し、最安値で入手するため、の理由がある。入札の際、原産国に制限は

ない。調達は、バルクで輸送し、ジブチ港で袋詰めをしている。 

○ 過去に問題のあった会社は記憶していないが、一袋あたりの重量が 50kg に満たなかった等の

問題はあった。 

○ 過去には販売価格の統制があったが、1995 年に廃止され、現在、政府は価格統制を行ってい

ない。しかしながら、地方の販売センターにおいての販売価格については地方の農業部局を

通じて年に 1 回 7～8 月にかけてデータを収集している。 

○ 2007 年 10 月～2008 年 7 月までの年間需要量は、DAP350,000 トン、尿素 180,000 トン （栽

培は 1 月～4 月および 5 月から 9 月の二期）と見積もっている。 

○ 肥料使用作物は、主にテフ、小麦、トウモロコシ、大麦、ソルガム。コーヒーは有機栽培で

なくてはいけないため化学肥料は使わない。 

○ 昔は AISE が独占的に肥料の輸入販売を扱っていた。現在は入札をしており、AISE のシェア

は減ってきている。今では、力をつけてきた連合組合が政府入札にも参加するようになった

が、まだまだ力不足である。AISE は辺境地への供給や肥料価格の安定を担っており、しばら

くは AISE も必要ではないかと思う。 



 

○ 肥料市場活性のための方策として、政府は民間向けに技術的またマーケティング的観点から

の研修を提供している。また情報の提供も積極的に行っている。また、年に 3 回民間関係者

と会合を持つようにしており、逆に民間の意見も取り入れながら、需要量等の検討もしてい

る。 

○ 2KR 要請内容については自分が担当していないためわからない。 

 

＜8 月 20 日＞ 

○ 落札数量が入札数量と違うが、これは、輸送途中のロス等によるものである。入札図書でも、

入札数量の±15％まで輸入可としている。 

○ 入札時期は 2～7 月 

○ 1 ロットあたり 25,000 トンで 1 回に 3 ロット同時に入札にかける。 

○ だいたい 3～4 社が 1 回に応札する。1 者は同時に複数ロット落札することができる。 

○ 2007 年の落札実績については、データをまとめている最中ではあるが、今のところ 36％が

AISE、残り 64％が連合組合。民間業者の落札はない。 

 

＜8 月 24 日＞ 

○ 2003 年以降世銀などドナーがエチオピアに肥料を供与していないのは、2003 年に日本以外の

ドナーが援助方針を財政支援に切り替えたためである。 

○ 2003 年以降も世銀などドナーから受けた財政支援資金を、政府実施の肥料入札のための資金

として用いることはあった。 

○ 2003 年に、その前後の年の約 10％しか政府実施の入札により肥料を輸入していない理由は、

2002 年に輸入した肥料の在庫が多量に残っていたためである。世銀などドナーによる肥料の

支援がなくなったことが理由ではない。2002 年に輸入した肥料は約 36.8 万トン、その年に使

用した肥料は約 23.2 万トンである。単純に言えば 2002 年に肥料の在庫 13.6 万トンが発生し

た。 

○ 90 年代半ばに肥料市場の自由化を促進するために National Fertilizer Industry Agency が組織さ

れた。その後、世銀の出資により実施された肥料分野と種子分野のプロジェクト終了時の提

言に従って、エチオピアで肥料と種子を管理する National Agriculture Input Authority が組織さ

れ、その中に National Fertilizer Industry Agency も接収された。しかし、National Agriculture Input 

Authority は機能せず約 1 年で解体され、その中の肥料部門が農業省に組み込まれ、2004 年に

現在の農業資機材流通局となった。このような成り立ちで農業資機材流通局が存在している

ため、農業省内での立場は弱いように感じる。運営費予算も十分に配分されず、当局にはフ

ァックス機やコピー機がない。 

○ 肥料政策（National Fertilizer Policy）が 93 年に策定され、94 年に発布された。この政策策定

の主要目的は肥料市場の自由化である。現在も基本的に同政策に則って肥料市場施策が行わ

れている。 

○ 各年の肥料需要は、単に各地域・項目で要望されている肥料の量を示しているのではない。

前年の肥料在庫量も踏まえ、新規に輸入が必要となる肥料の量を示している。従って、前年

の肥料在庫量が多ければ、翌年の肥料需要量は少ない量で見積もられる。実際、2007 年には



 

肥料在庫が多かったため、2008 年の肥料需要は少ない量で公表されている。 

○ 実際には、尿素と DAP 以外の肥料輸入は、自らの活動に使う場合には認められているが、そ

の数量は農業省内の農業資機材品質管理局が把握している。 

○ エチオピアでは幾つかの民間企業が肥料市場に参加した（Ambassel と Wondo を除く）。実

際、90年代半ばから2000年冒頭にかけて、3つの民間企業は政府実施の肥料入札で落札した。

現在これら民間企業の活動は活発でない。中には Amalgamate のように銀行負債の問題で撤

退した企業もある。 

○ 民間企業にとって肥料市場への参入が難しい理由は、リスクが高いこと。エチオピアでは天

水農業が多いので、農民は、降雨量が少ないと肥料の使用を差し控えがちである。すると、

肥料需要が伸びず、在庫を抱えることになり、倉庫の維持管理費用が増える。降雨量はコン

トロールできない。また、肥料取り扱いシェアを増やそうとすると、地方に事務所や倉庫を

建設しなければならず、さらに費用が必要となる。このようにコストが掛かる面も民間企業

にとって参入が難しい理由である。 

○ 2006 年に AISE の肥料取り扱いシェアは減ったが、2007 年にはシェアが回復した。2007 年に

は肥料価格が高騰して農協連合が入札参加に不活発だったのが、AISE のシェア回復の理由で

ある。肥料価格が高騰しても AISE が入札に参加するのは、政府組織として安定した肥料供

給の任務を担っているためである。また、肥料価格が高騰しても、AISE は公社であるため、

入札に参加するための資金を確保できるのだと思われる。 

 

（３）農業資機材供給会社（AISE: Agricultural Inputs Supply Enterprise） 

 

①本部（Headquarter） 

 

＜8 月 15 日＞ 

○ 要請品目については、尿素の方が DAP よりも価格が安いため、貧困農民にも手が届きやすく、

裨益効果が高いことから尿素としている。尿素より DAP の消費量が多いことは認識している。 

○ AISE のマンデートは政府発行のドキュメントにより定められている。 

○ （「AISE は民間と競合しており、市場の発展を妨げていると世間一般に思われる可能性があ

るが、どう思うか」との質問に対する答えとして）この質問は農業省にしてほしいが、AISE

は利益を追求していない。肥料の市場価格が高い近年は、安価に提供し、農民が購入しやす

くしている。また、辺境地にも配布するなど、民間企業が興味のないことを行っており、貧

困農民を支援している。 

○ AISE が入札を開催するということはない。連合組合が開催する入札会に応札者として参加す

る立場である。また、入札を通してではなく直接販売することもある。2005 年度 2KR 肥料

に関しては、北ショア（North Shoa）地区に 5,897.9 トン、東ゴジャム（East Gojjam）地区に

529.5 トン、西ゴジャム（West Gojjam）地区に 1,174.5 トン、アウィ（Awi）地区に 1,716.3

トンが入札によって落札した分。 

○ 通常 AISE が輸入している肥料はバルクで輸送され、ジプチ港に着く。その後の袋詰めおよ

び AISE 倉庫までの輸送は民間業者に依頼している。エチオピア国内の AISE 支社や単位農協



 

等への輸送は、AISE の保有する 50 台のトレーラートラックや一部民間業者に依頼しながら

行っている。 

○ 2KR の肥料の場合、免税手続き等でかつて問題が発生したことはない。免税書類さえ作成す

ればよく、ジプチ港における積み替えも納入業者が行っているため問題は発生してない。 

○ 肥料の販売価格を設定する方法は加重平均法（Weighted Average System）である。AISE は 2KR

だけではなく、別途独自に購入している肥料があるが、その独自入手分の購入価格と 2KR の

購入価格を足して重量で割った値をベースとして、それに販売先への輸送費およびマージン

を足して販売価格を決めている。したがって、販売価格は毎回・毎年一律ということではな

い。 

○ 2KR の仕様書は包装に関して細かく規定しているが、それは仕様書をエチオピア政府が使う

ものと全く同じにしているため。近年内容に変更はないため、このままで今後も問題はない。 

 

＜8 月 17 日＞ 

○ 見返り資金が義務額に達していないのは、販売代金の回収が終わっていないからである。デ

リバリーが完了してすぐ代金が振り込まれるのではなく、デリバリーから振り込みまで 3～6

ヶ月かかる。これは、収穫で資金が回収されるのを待っているからではなく、販売先側で資

金を入手する書類手続きに時間がかかるからである。また、この手続きは、デリバリー後で

しか開始できない。 

○ 義務額到達まで 4 年間猶予があるから、決して取り決めに違反しているということではない。 

○ 2004 年度分は 2007 年 5 月頃、2005 年度分は 2007 年 7 月に最後のデリバリーが完了した。2004

年度分については、今月中に義務額に達する分まで見返り資金口座に振り込むことができる

と思う。 

○ 見返り資金口座に積み立てても、直ぐに活用されず、資金が長い間眠ったままと聞いている。

組織の経営に携わるものとして、もったいないと思う。 

○ 肥料原産国は、通常、UAE、カタール、サウジアラビアである。 

○ 2006 年に AISE の市場シェアが落ちたが、これは連合組合の台頭が理由である。連合組合が

地方政府の支援を受け、政府入札に参加した。しかしながら、輸出入業務、ロジスティック

スに慣れていないため、うまくいかなかった連合組合が多数発生した。そのため、2007 年は

AISE がまたシェアを取り戻しており、現時点で DAP75,000 トン、尿素 25,000 トンを落札し

ている。 

○ AISE は昔、国内に 500 余りの販売センターをもっていたが、現在は 214 である。しかしなが

ら、今でも他企業に比べて最も多くのネットワークを持っている。 

○ 純粋な民間企業が肥料を取り扱っているということはない。肥料の輸入については莫大な資

金を必要とする。民間企業といわれている Ambasel はアムハラ州政府の支援、Wondo は南部

諸民族州の支援を受けている。 

 

 

 

 



 

②バヒールダル地方支店（Branch Office in Bahar Dar） 

 

＜8 月 19 日＞ 

○ 現在、新たな肥料保管用の倉庫を建設している。現在の倉庫から新しい倉庫への移動は 1 ヶ

月ほど後の予定である。現在の倉庫は町の中心部から 2 キロほどのところにある。現在、事

務所と倉庫は別の敷地にある。新しい倉庫は町の中心部から 1 キロほどのところにある。こ

こでは、事務所と倉庫は同じ敷地にある。新しい倉庫の容量は 700～800 トンである。ここに

尿素と DAP を保管する。この倉庫は AISE の独自予算で建設される。古い倉庫の容量は 50

トンである。この倉庫は約 25 年前に農業省の予算で建設された。 

○ 現在、当倉庫からの肥料は全て配布済みで、在庫は全く無い。 

 

＜8 月 21 日＞ 

○ 現在、倉庫に尿素 13.35 トン、DAP165.58 トンが保管されているが、全て配布先は決まって

いる。すなわち、輸送前の状態にある。 

○ 倉庫スタッフは職員が 1 名、警備員が 2 名である。 

○ 倉庫には AISE が取り扱う農薬も保管している。これら農薬は AISE が買い付けている。 

 

＜8 月 21 日＞ 

○ 以下、肥料に係る資金の流れについて図を描きながら確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 資金の借り入れの際、農協連合は単位農協の代理として資金を受け取っている。 

○ 肥料の内陸輸送は入札で業者を決めている。 

○ 今年の当地方事務事務所の取り使い分は 2 回にわけて入札を実施した。至近の入札では 6 社

が参加した。入札公告は基本的に新聞で行う。 

○ 内陸輸送の入札は、輸送地や規模に従って、AISE 本部が行う場合と地方事務所が行う場合が

ある。 

○ 地方事務所の車輌はピックアップ 3 台。トラックは無い。 

○ 販売センターへの輸送など、入札に拠らない肥料の輸送に関しては、本部が所有している約

50 台のトラックから必要数を借りて行う。 

○ 落札業者の輸送作業に遅延がある場合、先ずレターを出して対応を促す。それでも改善され
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ないならば入札保証を没収する。同時に他業者への輸送業務依頼も検討する。 

 

③ブレイ販売センター（Sales Center in Burei） 

 

＜8 月 20 日＞ 

○ 尿素の在庫は 3 袋のみ。全て 2KR のもの。DAP の在庫は 300 袋。フランス産とヨルダン産

のもの。 

○ 尿素の価格は 100 キロあたり 379.4Birr。DAP の価格は 100 キロあたり 427.5Birr。 

○ 顧客は単位農協や農民である。 

○ 倉庫は尿素 400 トン、DAP500 トンを保管できる容量がある。30 年前に倉庫は設置された。 

○ 職員は 1 名のみ。他にガードマンが数名。 

○ 2KR 肥料について特に良い／悪いの話は聞かない。 

○ この販売センターに届く肥料は、主に AISE のコンボルチャ倉庫とデッセ倉庫から届く。ま

た、農協連合の入札で決まった輸送先に肥料を届ける際、一時的に肥料が保管されることも

ある。単位農協や農民といった顧客に販売するための肥料の数量は、農協連合の入札による

数量では肥料の地域需要を満たせないと郡政府が判断した場合、郡政府の依頼のもと決めら

れる。 

 

（４）FAO エチオピア 

 

①エチオピア・オブソリート農薬予防廃棄プロジェクト（Prevention and Disposal of Obsolete 

Pesticides Stock in Ethiopia） 

 

＜8 月 15 日＞ 

○ オブソリート農薬対策プロジェクトは 2 つのコンポーネントからなっている。一つはオブソ

リート農薬の処理自体を、もう一つがオブソリート農薬の発生を妨げることを目的としてい

る。 

○ 現在は第二フェーズ（2004 年～）であり、第一フェーズは 2002～2003 年にかけて実施した。 

○ 第一フェーズの主な支援ドナーは USAID、オランダ、スウェーデンであり、1,500 トンのオ

ブソリート農薬をフィンランドの高温処理会社に送った。 

○ 第二フェーズは農薬の処理自体については、ベルギーおよびフィンランドが支援、オブソリ

ート農薬の発生を予防するための活動について日本が支援した。農薬処理自体は 1,100 トン

行う予定であり、640 トンが既にフィンランドに送られている。残りは、中央倉庫に集めら

れ船積みを待つのみのものや再包装をしなければならないものである。 

○ 上記以外にオブソリート農薬の処理について「アフリカ諸国における農薬廃棄プログラム

（African Stock Pile）」からの支援を受けるべく進んでおり、現在協議中ではあるが 250 トン

の処理を予定している。 

○ オブソリート農薬の発生を予防するために、農薬管理、IPM、啓発を主体とした活動を行っ

ている。農薬管理、農薬登録、バッタコントロール戦略はインターナショナルコンサルタン



 

トに実際は外注している。啓発活動は、クロップライフ・インターナショナル社の支援も受

け、農薬管理者や農民向けに IPM に関する研修やワークショップを行っている。TOT で普及

を図っている。 

○ オブソリート農薬の残量については、啓発活動をすることにより、当初隠されていたものが

表に徐々に出てくるという状況である。また時間がたつにつれ、新たにオブソリート化する

ものもある。今後出てくる可能性もあるので、正確な数字はわからないが、現在、把握して

いる量は約 400 トンである。ただこの 400 トンについても査定をしていないため、正確なも

のではない。このうち、250 トンを上述のとおりアフリカ諸国における農薬廃棄プログラム

の支援で処理することを考えている。 

○ 農薬の処理に際して、ドナーで色分けするようなことは行っていない。ただし、メーカー名

はきちんと調べており、1kg の処理に対し 1 ドルの支援をクロップライフ・インターナショ

ナルのグループから受けることになっている（実際、クロップライフ・インターナショナル

分で 800 トン）。また、品目は、シッピングリストで、1 コンテナにどの農薬を何グラム詰

めたということがわかるが、1 コンテナにおいても多岐にわたる農薬が詰められており、そ

のリストは膨大である。品目毎でまとめたリストは保有していない。 

○ 上述のとおり、2KR で調達された農薬の処理状況については、ドナーによる色分けをしてい

ないのでわからないが、印象としては他ドナー（USAID）が供与したものに比べ 2KR のもの

は比較的新しい。また、量も少ない。 

○ この事業は農業省のプロジェクトである。実際自分も農業省からの出向である。通常、他国

では環境省が取り扱うことが多いが、エチオピアにおいては環境関係が整備されていなかっ

たため、農業省の作物防除局が担当することとなった。 

○ 飛来性バッタ防除体制については、国毎に対応するのではなくEMPRESSやFAOのDLCO-EA

がコントロールしている。農薬の輸入は以前より厳しくなり、大規模農家などは、本当に必

要な分だけ直接海外から輸入している。 

 

②本部（Headquarter） 

 

＜8 月 17 日＞ 

○ 農薬関連では、日本は IPM をサポートしてくれてありがたい。農薬は必要ないということで

はないが、最後の手段である。2KR について農薬の調達をやめたことは賢明なことと思う。 

○ FAO の活動として、南部諸民族州で有機肥料を含んだ肥効調査をしている。オロミヤ州政府

と共同で種子プロジェクトをしている。種子不足を解消し種子にアクセスしやすくすること

を目的としている。サボテン（Floating Cactus）プロジェクトをイタリア、ノルウェーの支援

で行っている。特にティグライ州、アムハラ州ではイタリア政府が支援してサボテンからジ

ャムを作るなど、生計向上を目的としたプロジェクトを実施している。ティグライ州、アム

ハラ州においてはベルギーが支援して栄養改善的アプローチから家畜や穀物生産、流域管理

に関するプロジェクトをしている。Jimma 地域においては JICA と協力し、自然資源管理プロ

ジェクトをしている。Afar 州においては、家畜、灌漑、放牧、穀物生産に関するプロジェク

トをしている。エチオピアの Jimma 大学や Ambo 大学との連携で障がい者が収入を得られる



 

ようキャパシティビルディングの事業（技術協力）をしている。テレフード（Telefood）の

スキームで肥料や農薬を使用することがあるが、あくまでも限られた量であり、農薬につい

ては Class A を使うことはない。UNDP の支援を受け、PASDEP のモニタリング・評価部分

を担当している。 

○ FAO エチオピアはドナーとエチオピア政府の間にたってコーディネートすることができる。

肥料についても、施肥基準を守ることが重要であるところ、そのような技術的面での協力は

できる。ただ、連携等を希望する場合は、初期段階から巻き込んでいただきたい。すべて内

容が決定したあとのアウトソース的な連携は好ましくない。 

○ 肥料へのアクセスについて、昔は肥料に対し政府は補助をしており、安価で購入することが

できていたが、補助金をなくしたがために小規模農民がアクセスしにくくなっている。 

 

 

（５）Ambasel 社（民間肥料業者） 

 

＜8 月 16 日＞ 

○ 現在の肥料市場については、エチオピアでは外貨の制限があるため、肥料の輸入にあたって

は政府が開催する入札に応札する必要がある。野菜等や自家消費分で肥料を独自に輸入する

ことはできるが、販売のための肥料を独自に輸入することはできない。政府はどのくらい肥

料が年間必要になるのか要望をまとめる。それに基づき、入札を開く。ロットは複数に分か

れている。対象肥料は DAP と尿素のみ。応札者は肥料メーカーではなく、AISE、民間業者、

連合組合であり、応札者は肥料メーカー（海外）を見つけるために入札を開催しなければな

らない。 

○ 以前は政府の入札に参加するのは AISE と 6～7 社の民間業者であったが、現在は、それに連

合組合が加わり、民間業者は撤退ぎみである。以前は、2KR 補助を受けている AISE が民間

業者と競合しているということで問題視していたが、現在はむしろ AISE は連合組合と競合

しているということで問題である。 

○ 以前世銀のプロジェクト等があったが、購入された肥料は入札を経たため民間業者にもチャ

ンスがあった。2KR の場合、AISE に直接いってしまうのが問題である。 

○ 連合組合に肥料を輸入するノウハウはあると考える。政府は連合組合をいろいろな手段で支

援しているが、連合組合が購入した場合、銀行からの借り入れに対し側面的支援をすること

もある。ただ、まだ問題は多いと聞いている。現在、このような業務ができる連合組合は全

国に 20～30 あると思う。 

○ 民間業者でも NGO 等を使い貧困農民に裨益するように配布することはできる。入札図書で

貧困地区（配布地区）および配布数量を規定してもらえれば、それに従うこともできる。 

 

 

 

 

 



 

（６）Wadera 農協連合（Wadera Cooperative Union） 

 

＜8 月 18 日＞ 

○ マルチパーパスユニオンである。活動は肥料の共同購入のみではなく、農業生産物を共同で

売ることが役割である。 

○ Wadera 連合組合に加盟している単位農協は 28（約 18,000 人内女性 780 人）、未加盟単位農

協は 14 である。 

○ この近辺では 1 農家あたり 1～2ha の土地を保有している。 

○ 連合組合が肥料調達を行なうことで、近隣の販売センター等の価格が下がり、市場を安定さ

せることができる。 

○ 肥料の調達数量は年 1 回の需要調査を行った時点で既に決まっている。需要調査農民の要望

が単位農協に吸い上げられ、単位農協は農業省の農業普及員と協議し、最終数量を決め、そ

れが連合組合にあがる。最終的には連合組合の理事会で決まるが、数量が変わることはまず

ない。 

○ 理事会で決まった数量に基づき、入札図書を作成し（アムハラ語）、入札を 1 年に 1 回開催

する。１月に公示をし、3～4 月に配布となる。 

○ 調達の際の業務内容として、59 の単位農協近くのステーションまでの輸送が課されている。 

○ 至近の入札では、Ambasel 社と AISE が応札し、AISE が落札した。落札価格は尿素 5,629.2

トンで 17,500,392.80Birr、DAP4,741.65 トンで 18,107,460.08 Birr。 

○ 周辺に Ambasel の Sales Center があるが、連合組合で入札して買った方がやすい。100kg（1 

quital）あたり連合組合では 330Birr 前後であるところ、Ambasel では 415Birr であった。 

○ この周辺では一期作。肥料は主に小麦、テフ、大麦に使用する。使用量は尿素、DAP ともに

100kg/ha。 

○ 農業省の Extension Worker によれば、小麦に肥料を使った場合の収量は 4000kg、使わなかっ

た場合は 2000kg とのことであり、大きな差がでる。したがって、肥料購入に対する出費は大

きなものではない。 

○ 肥料は需要が年々増えてきている。（昨年 92,000 quital、今年 103,000 quital、来年予想 110,000 

quital） 

○ 肥料代金回収方法は、単位農協が資金を調達し、連合組合に支払う。連合組合はその後納入

業者に支払う。 

○ 農民は現金の場合、播種時期に代金を支払う。単位農協（地方政府保証）のクレジットを利

用している場合は、25～50％の前払いで収穫後残金を単位農協に払う。 

○ 肥料の品質については、以前、中国製の尿素でケーキングがあった。日本の援助のものは問

題はない。 

○ 肥料の流通が悪い地域の連合組合や高い能力をもった連合組合（特にオロミヤ州）が、政府

の肥料入札に参加している。当連合組合はまだ、政府入札に直接参加できるような能力はな

い。 

○ 農業を行う上での問題点として、肥料価格の高さや生産性の低さが挙げられる。 

 



 

（７）ダモット農協連合（Damot Cooperative Union） 

 

＜8 月 20 日＞ 

○ 組合連合の傘下には 40 の単位農協がある。組合連合自体の職員は 28 名。組合連合下のメン

バー数は 5 万 7096 名である。 

○ 組合連合の設立は 2000 年。郡（Woreda）政府によって設立された。 

○ 組合連合が取り扱っているのは、肥料以外に、穀物（主にテフ、メイズ、コムギ、フィンガ

ーミレット）、農薬、小型 4 輪トラクターがある。 

○ 肥料を保管するための倉庫は保有していない。 

○ 肥料は、尿素も DAP も取り扱っている。尿素は、ここ 1 年で 4194.1 トンを取り扱った。そ

の取得価格は 15,806,702Birr である。DAP は、ここ 1 年で 6123.6 トンを取り扱った。その取

得価格は 24,900,218Birr である。 

○ 肥料の納入業者は入札で決める。例年 2 月に入札を開く。入札開催にあたっては郡（Woreda）

政府から技術的なアドバイスを受けながら実施する。 

○ 今年 2 月の入札では、尿素に 4 社、DAP に 3 社の応札があった。 

○ 例年 3 月～5 月に、入札の落札業者により肥料が傘下の各単位農協に輸送され、例年 4 月～5

月に肥料が農民の手元に届く。 

○ 肥料を購入する農民の大部分はクレジットを利用していると考えている。 

○ 農民に直接クレジットを渡すのは単位農協である。単位農協は郡政府からクレジット用の資

金を受け取る。郡政府にクレジット資金を貸し出しているのは国立エチオピア商業銀行

（Commercial bank of Ethiopia）である。 

○ 農民は収穫を終えた後、通常 12 月～1 月の間にクレジット資金を返済している。なお、農民

がクレジットを受ける際には、借入額の一部を前金として単位農協に差し出している。 

○ 当地域で農民が主に肥料を使っているのは、一番目にメイズ、二番目にコムギである。これ

らは当地域の主要作物である。次いで、肥料が使われている作物はテフ、フィンガーミレッ

トとなる。 

○ 普及員は、農民に対して、エチオピア全土で統一的に使われている施肥基準に基づいて肥料

を使用するよう指導している。 

○ 2KR 肥料が他の肥料と異なる点というのは、品質などに関する点を含めて特に農民から聞い

たことがない。 

○ 農業省による肥料輸入のための入札には参加したいと考えているが、参加したことは無い。

参加していない理由は、資金面の問題もあるし、輸出入に係る手続き等に詳しくない、肥料

保管のための倉庫を保有していないといった問題があるため。 

○ この地域の農民が抱える問題は、降雨量が不規則なこと及び農地が飛び地（fragmental）なこ

とである。肥料に関して述べれば、十分な量の肥料を購入するための資金が十分でないこと

が問題として挙げられる。 

 

 

 



 

（８）アレファ村農業普及員（Development Agent in Alefa Kabele） 

 

＜8 月 20 日＞ 

○ Alefa 村（Kabele）の人口は約 1,400 名。 

○ この村を 3 人の普及員が担当している。各普及員の担当は農作物、家畜、自然資源である。 

○ 普及員になるには農業短大（2 年）を修了し、実地研修（1 年）を修了しなければならない。 

○ 普及員の給与は郡政府から支給されている。普及員事務所は農協事務所の建物を使っている。 

○ 当村における一番の農業上の問題は、灌漑施設がないことである。天水農業のため、1 年に 1

回の作付けしか出来ない。灌漑施設があれば、年に 2～3 回の作付けが可能と思う。1～2 年

前、貯水池を作ろうとしたことがある。しかし、技術的な知見が足りず失敗した。 

○ 肥料の取得に際しては、特に大きな問題はないと思う。 

○ 肥料を入手に際して、ほとんどの農民がクレジットを利用している。返済率は約 95％。返済

できない農民に関しては、裁判所の調停で話し合うことになる。こうした手続きのため、ク

レジットの使用を恐れる農民もいる。 

○ クレジット手続きは煩雑だが、農民は何とかクレジットを使っている。（同席していた農協

職員コメント：農協にとっては、郡政府との手続きがあり、煩雑な作業である） 

○ この村の農家の平均収入は 1 日あたり 8Birr と言われている。クレジットの返済にあたって、

農民は農作物や家畜製品の販売代金を充てている。また、近隣の村で農作業をてつだうこと

による収入も得ている。 

○ 施肥基準に従って栽培しているのは 20～30％。残り 70～80％は施肥基準以下で栽培している。

施肥基準どおりの栽培と、それ以下の栽培では、収量に大きな差があるように感じる。施肥

基準以下で栽培する農民は、お金が足りず、十分に肥料が買えない。 

○ 施肥基準はテフ・メイズ・コムギの全てが同じ量の尿素と DAP を用いることとしている。

（AISE コメント：以前、肥料の投入タイミングは、どの作物であっても全く同様のレコメン

デーションであった。しかし、2～3 年前、メイズのみ、肥料の投入タイミングのレコメンデ

ーションが変わった。） 

○ 施肥基準は、エチオピア全土で同じ基準が用いられている。（同席していた AISE 職員コメ

ント：政府は、エチオピア全土で肥料の使用量が少ないため、目標値として施肥基準を設定

していると思う。） 

○ フィールドレベルの情報は、定期的に郡政府の農業事務所へ報告を上げることになっている。

四半期ごとに普及員は郡政府の農業事務所を訪問することになっている。郡政府の農業事務

所の職員は、四半期ごとにフィールドを訪問することにもなっている。 

○ 新しいレコメンデーションが出されたら、それぞれ普及員は村内の教会で集会を開き、それ

を通知している。 

 

 



 

（９）アムハラ州マイクロクレジット機構（Amhara Credit & Saving Institution） 

 

＜8 月 20 日＞ 

○ この団体は、農村部の貧困者や女性にクレジットを貸し出している。クレジットには幾つか

種類があり、その一つが肥料クレジットである。 

○ 農協から貸し出される肥料クレジットでは現金が農民に手渡されないが、一方、この団体の

肥料クレジットは現金が農民に手渡されるという違いがある。 

○ この団体の活動範囲はアムハラ州である。設立は 1995 年。資本金の 25％はアムハラ州政府、

他の 75％はエチオピア国内外の NGO による。 

○ 地方事務所 10 ヶ所、フィールド事務所 185 ヶ所がある。 

○ この団体は NGO として設立されたが、NPO ではない。利益を出しながら運営している。 

○ アムハラ州人口のうち 25～30％の人に、当団体のクレジット利用経験があると考えている。 

○ 今年度（2007 年 1 月～12 月）の貸出額の見込みは以下のとおり（2007 年 6 月の試算による）。 

通常クレジット：8 億 4080 万 Birr（1,054,759 人＋133 組織） 

肥料クレジット：1 億 2183 万 Birr（483,427 人） 

農薬クレジット：1643 万 Birr 

種子クレジット：682 万 Birr 

○ 通常クレジットの返済率は約 99％、肥料クレジットの返済率は約 95％である。 

○ 通常クレジットとは、グラミン形式のグループ・ローンのことである。通常 4～7 人で形成さ

れるグループに貸し出すが、単位農協や農民団体などの組織に対する事業資金としての貸し

出しも行っている。一方、肥料・農薬・種子クレジットは個人単位に貸し出されるローンで

ある。 

○ 通常クレジットでも、肥料・農薬・種子クレジットでも、返済できなかった人はブラックリ

ストに掲載され、他の団体にも通知され、他のクレジット団体から新たなクレジットを受け

取ることができなくなる。 

○ 肥料クレジットは、1 年の前半に貸し出し、その年の年末に回収するという 1 年単位のクレ

ジットである。しかし、天候などにより不作の時には、返済のリスケジューリングを行うこ

ともある。肥料クレジットの利率は年利 12.5％である。肥料クレジットの返済は現金で行っ

ている。農作物の買取によるクレジット返済は認めていない。肥料クレジットの原資は、毎

年エチオピア商業銀行から借りている。そのようにして借りた資金を農民に肥料クレジット

として貸し出し、回収し、国立エチオピア商業銀行へ返済している。 

○ 毎年、国立エチオピア商業銀行から借りる金額は、毎年、郡政府が集計する農民の肥料需要

を根拠に決定する。肥料需要の大部分は農協連合や単位農協によるクレジットを用いた肥料

供給でカバーされることになるが、農協連合や単位農協の活動が活発でないところは当団体

がカバーすることになる。そうした農協団体が不活発な地域の肥料需要に応えられるよう、

毎年エチオピア商業銀行から借り入れる肥料クレジット用の原資の金額を決めている。 

○ 国立エチオピア商業銀行から肥料クレジット用の原資を借り入れる際には、例年、年末の時

期に国立エチオピア商業銀行と当団体の間で借り入れ契約を結ぶ。 

○ 農業普及のレコメンデーションに従って、当団体は肥料・農薬・種子クレジットの 3 つを一



 

つのパッケージとして捉えている。しかし、農民は必ずしも同時に 3 つのクレジットを使用

する必要はない。どのクレジットを使うかは農民の意思に任されている。 
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